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議案第 １ 号 

藤井寺市防災会議条例の一部改正について 

 

○藤井寺市防災会議条例（昭和３９年藤井寺市条例第２９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（会長及び委員） （会長及び委員） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 ５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 大阪南消防組合柏羽藤消防署長及び消防団長 （６） 消防長及び消防団長 

（７）・（８） （略） （７）・（８） （略） 

６～８ （略） 

 

６～８ （略） 
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議案第 ２ 号 

藤井寺市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す

る条例の一部改正について 

 

○藤井寺市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年藤井寺市条例第

３５号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （１） 個人情報 法第２条第３項に規定する個人情報をいう。 

（１） （略） （２） （略） 

（２） （略） （３） （略） 

（３） （略） （４） （略） 

（４） （略） （５） （略） 

（５） 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事

務をいう。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

（６） 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をい

う。 

 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる

事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人番号利用事務とする。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる

事務及び市長又は教育委員会が行う法別表第２の第２欄に掲げる事務とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度で利

用特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。ただし、法

の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実

施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために必要

な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用す

ることができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができ
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改正後 改正前 

い。 る場合は、この限りでない。 

４ （略） 

 

４ （略） 
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議案第 ３ 号 

藤井寺市手数料条例の一部改正について 

 

○藤井寺市手数料条例（昭和３５年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

８ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）関係 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

事  務 単 位 金 額 

 法第１５条第２項の規定により法第１２条第１

項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又は

特定盛土等（以下「宅地造成等」という。）に関

する工事に対する法第１８条第１項の規定による

中間検査 

  

（１） 宅地造成等に関する工事の面積が５００

平方メートルのとき。 

１件 ３，９００円 

（２） 宅地造成等に関する工事の面積が５００

平方メートルを超え１，０００平方メートル以内

のとき。 

１件 ４，３００円 

（３） 宅地造成等に関する工事の面積が１，０

００平方メートルを超え２，０００平方メートル

以内のとき。 

１件 ４，８００円 

（４） 宅地造成等に関する工事の面積が２，０

００平方メートルを超え３，０００平方メートル

以内のとき。 

１件 ５，５００円 

（５） 宅地造成等に関する工事の面積が３，０ １件 ６，１００円 
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改正後 改正前 

００平方メートルを超え５，０００平方メートル

以内のとき。 

（６） 宅地造成等に関する工事の面積が５，０

００平方メートルを超え１０，０００平方メート

ル以内のとき。 

１件 ７，０００円 

（７） 宅地造成等に関する工事の面積が１０，

０００平方メートルを超え２０，０００平方メー

トル以内のとき。 

１件 ９，２００円 

（８） 宅地造成等に関する工事の面積が２０，

０００平方メートルを超え４０，０００平方メー

トル以内のとき。 

１件 １２，６００円 

（９） 宅地造成等に関する工事の面積が４０，

０００平方メートルを超え７０，０００平方メー

トル以内のとき。 

１件 １８，１００円 

（１０） 宅地造成等に関する工事の面積が７

０，０００平方メートルを超え１００，０００平

方メートル以内のとき。 

１件 ２４，６００円 

（１１） 宅地造成等に関する工事の面積が１０

０，０００平方メートルを超えるとき。 

１件 ３１，８００円 

 

９ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）関係 ８ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）関係 

（略） 
 

（略） 
 

１０ 大阪府屋外広告物条例（昭和２４年大阪府条例第７９号）関係 ９ 大阪府屋外広告物条例（昭和２４年大阪府条例第７９号）関係 

（略） 
 

（略） 
 

１１ 藤井寺市例規関係 １０ 藤井寺市例規関係 

（略） 
 

（略） 
 

１２ その他 １１ その他 
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改正後 改正前 

（略） 
 

（略） 
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議案第 ４ 号 

市立藤井寺市民病院の廃院に伴う関係条例の整理について 

 

○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（第１条関係）

改正後 改正前 

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

職員倫理委員会委員 日額  ９，５００円 

議会議員その他非常勤職員公務災害補償

等認定委員会委員 
日額  ９，５００円 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会

委員 

日額 ９，５００円 

生活保護嘱託医師 月額 ７４，３００円 

（略） 
 

区分 報酬額 

（略） 

職員倫理委員会委員 日額  ９，５００円 

市立藤井寺市民病院医療倫理委員会委員 日額  ９，５００円 

議会議員その他非常勤職員公務災害補償

等認定委員会委員 
日額  ９，５００円 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会

委員 

日額 ９，５００円 

市立藤井寺市民病院改革プラン評価委員

会委員 

日額 ９，５００円 

市立藤井寺市民病院あり方検討委員会委

員 

日額 ９，５００円 

生活保護嘱託医師 月額 ７４，３００円 
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改正後 改正前 

（略） 
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○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

（給料） （給料） 

第２条 給料は、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４１年藤井

寺市条例第１９号。以下「勤務時間条例」という。）第２条から第４条までに

規定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する報

酬であって、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、時間外

勤務手当、休日給、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及

び特殊勤務手当を含まないものとする。 

第２条 給料は、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４１年藤井

寺市条例第１９号。以下「勤務時間条例」という。）第２条から第４条までに

規定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する報

酬であって、初任給調整手当、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、

通勤手当、時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当及び特殊勤務手当を含まないものとする。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（給料表） （給料表） 

第３条 給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表の適用範囲は、それ

ぞれ当該給料表に定めるところによる。 

第３条 給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表の適用範囲は、それ

ぞれ当該給料表に定めるところによる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 医療職給料表（別表第２） （２） 医療職給料表（別表第２） 

ア 削除 ア 医療職給料表（１） 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

２～８ （略） 

 

２～８ （略） 

 

（昇給） （昇給） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ ５５歳に達した日の属する会計年度の末日を超えて在職する職員に関する前

項の規定の適用については、同項中「４号給」とあるのは、「２号給」とす

る。 

３ ５５歳（病院において医療業務に従事する医師にあっては、５７歳）に達し

た日の属する会計年度の末日を超えて在職する職員に関する前項の規定の適用

については、同項中「４号給」とあるのは、「２号給」とする。 

４～６ （略） 

 

４～６ （略） 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （初任給調整手当） 

 第１２条の５ 初任給調整手当は、医療職給料表（１）の適用を受ける職員の職

のうち、採用による欠員の補充が困難であると認められる職で規則で定めるも

のに新たに採用された職員に対して、月額４１５，６００円を超えない範囲内
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の額を採用の日から３５年以内の期間、採用の日（採用後規則で定める期間を

経過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 前項の職に在職する職員のうち、同項の規定により初任給調整手当を支給さ

れる職員との権衡上必要があると認められる職員には、同項の規定に準じて、

初任給調整手当を支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

 

３ 前２項の規定により初任給調整手当を支給する職員の範囲、初任給調整手当

の支給期間及び支給額その他初任給調整手当の支給に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

（扶養手当） （扶養手当） 

第１４条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。 第１４条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。ただし、次項第

１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親

族たる配偶者、父母等」という。）に係る扶養手当は、医療職給料表（１）の

適用を受ける職員でその職務の等級が１等級であるもの（以下「医（１）１等

級職員」という。）に対しては、支給しない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当

する扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。）については１

人につき６，５００円（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が特

１等級であるもの（以下「行特１等級職員」という。）にあっては、３，５０

０円）、前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）

については１人につき１０，０００円とする。 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、父母等については１人につき６，

５００円（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が特１等級である

もの（以下「行特１等級職員」という。）にあっては、３，５００円）、前項

第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１

人につき１０，０００円とする。 

４ （略） 

 

４ （略） 

 

第１５条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のい

ずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨を任

命権者に届け出なければならない。 

第１５条 新たに職員となった者に扶養親族（医（１）１等級職員にあっては、

扶養親族たる子に限る。）がある場合、医（１）１等級職員から医（１）１等

級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合又は

職員に次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員

は、直ちにその旨を任命権者に届け出なければならない。 

（１） 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合 （１） 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合（医（１）

１等級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を具備するに至った者が

ある場合を除く。） 
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（２） 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は

前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した

日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った

場合を除く。） 

（２） 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は

前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した

日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った

場合及び医（１）１等級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を欠く

に至った者がある場合を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においては

その者が職員となった日、職員に扶養親族で前項の規定による届出に係るもの

がない場合においてその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときはその事

実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日

の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した

場合においてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けて

いる職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るものの全てが扶養親族たる

要件を欠くに至った場合においてはその事実が生じた日の属する月（これらの

日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終わる。ただ

し、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、これに係る

事実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理した

日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）か

ら行うものとする。 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族（医（１）１等級職員

にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場合においてはその者が職員と

なった日、医（１）１等級職員から医（１）１等級職員以外の職員となった職

員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる

子で前項の規定による届出に係るものがないときはその職員が医（１）１等級

職員以外の職員となった日、職員に扶養親族（医（１）１等級職員にあって

は、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による届出に係るものがない場合

においてその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときはその事実が生じた

日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する

月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合にお

いてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、医（１）１等級職員以外の

職員から医（１）１等級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等で同

項の規定による届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親族たる子

で同項の規定による届出に係るものがないときはその職員が医（１）１等級職

員となった日、扶養手当を受けている職員の扶養親族（医（１）１等級職員に

あっては、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による届出に係るものの全

てが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においてはその事実が生じた日の属

する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をも

って終わる。ただし、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届

出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、そ

の届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その

日の属する月）から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、そ

の事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日

の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号に掲

げる事実が生じた場合における扶養手当の支給額の改定について準用する。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、そ

の事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日

の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号又は

第３号に掲げる事実が生じた場合における扶養手当の支給額の改定について準

用する。 
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（１） （略） （１） （略） 

（２） 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出に係

るものの一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

（２） 扶養手当を受けている職員の扶養親族（医（１）１等級職員にあって

は、扶養親族たる子に限る。）で第１項の規定による届出に係るものの一部

が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

（３） 扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第１項の規定によ

る届出に係るものがある医（１）１等級職員が医（１）１等級職員以外の職

員となった場合 

（３） 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るものが

ある行特１等級職員が行特１等級職員以外の職員となった場合 

（４） 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るものが

ある行特１等級職員が行特１等級職員及び医（１）１等級職員以外の職員と

なった場合 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（５） 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るもの及

び扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るものがある職員で医（１）

１等級職員以外のものが医（１）１等級職員となった場合 

（４） 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るものが

ある職員で行特１等級職員以外のものが行特１等級職員となった場合 

（６） 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るものが

ある職員で行特１等級職員及び医（１）１等級職員以外のものが行特１等級

職員となった場合 

（５） （略） 

 

（７） （略） 

 

（地域手当） （地域手当） 

第１５条の２ （略） 第１５条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

３ 医療職給料表（１）の適用を受ける職員に支給する地域手当の月額は、前項

の規定にかかわらず、給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計額に１００

分の１６を乗じて得た額とする。 

 

＿＿＿＿＿＿＿ （宿日直手当） 

第２３条 削除 第２３条 宿日直勤務を命ぜられた職員には、その勤務１回につき４，２００円

（入院患者の病状の急変等に対処するための医師の宿日直勤務にあっては、２

５，０００円、規則で定めるその他の特殊な業務を主として行う宿日直勤務に

あっては６，８００円）を超えない範囲内において市長が定める額を宿日直手

当として支給する。ただし、執務が行われる時間が執務が通常行われる日の執

務時間の２分の１に相当する時間で市長が定める日に退庁時から引き続いて行
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われる宿直勤務にあっては、その額は、６，３００円（入院患者の病状の急変

等に対処するための医師の宿直勤務にあっては、３７，５００円、規則で定め

るその他の特殊な業務を主として行う宿直勤務にあっては１０，２００円）を

超えない範囲内において市長が定める額とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の勤務は、第１８条から第２０条までの勤務に含まれないものとする。 

 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） （定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第２５条の２ 第１４条、第１５条及び第１５条の３の規定は、定年前再任用短

時間勤務職員には適用しない。 

 

第２５条の２ 第１２条の５、第１４条、第１５条及び第１５条の３の規定は、

定年前再任用短時間勤務職員には適用しない。 

 

（任期付職員等についての適用除外） （任期付職員等についての適用除外） 

＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第２５条の３ 第１２条の５の規定は、任期付職員には適用しない。 

第２５条の３ 第１４条、第１５条及び第１５条の３の規定は、任期付短時間勤

務職員には適用しない。 

 

２ 第１２条の５、第１４条、第１５条及び第１５条の３の規定は、任期付短時

間勤務職員には適用しない。 

 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

医療職給料表 医療職給料表 

ア 削除 ア 医療職給料表（１） 

 
職員

の区

分 

職務の

等級 
１等級 ２等級 ３等級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

１ ４７４，７００ ４０６，９００ ２６４，７００ 

２ ４７７，０００ ４０９，６００ ２６７，２００ 

３ ４７９，２００ ４１２，１００ ２６９，６００ 

４ ４８１，５００ ４１４，７００ ２７２，０００ 

５ ４８３，７００ ４１７，１００ ２７４，１００ 



- 14 – 

改正後 改正前 

外の

職員 

６ ４８５，８００ ４１９，１００ ２７７，６００ 

７ ４８８，０００ ４２０，９００ ２８１，１００ 

８ ４９０，０００ ４２２，８００ ２８４，５００ 

９ ４９１，９００ ４２４，６００ ２８８，１００ 

１０ ４９４，０００ ４２７，３００ ２９１，６００ 

１１ ４９６，１００ ４２９，８００ ２９５，２００ 

１２ ４９８，２００ ４３２，２００ ２９８，７００ 

１３ ５００，３００ ４３４，４００ ３０２，２００ 

１４ ５０２，２００ ４３６，９００ ３０６，１００ 

１５ ５０４，３００ ４３８，９００ ３１０，０００ 

１６ ５０６，４００ ４４１，０００ ３１３，６００ 

１７ ５０８，３００ ４４３，０００ ３１７，２００ 

１８ ５１０，３００ ４４５，２００ ３２０，７００ 

１９ ５１２，３００ ４４７，４００ ３２４，２００ 

２０ ５１４，１００ ４４９，５００ ３２７，７００ 

２１ ５１５，９００ ４５０，９００ ３３１，３００ 

２２ ５１７，７００ ４５３，３００ ３３５，０００ 

２３ ５１９，５００ ４５５，６００ ３３８，４００ 

２４ ５２１，３００ ４５７，８００ ３４１，７００ 



- 15 – 

改正後 改正前 

２５ ５２２，９００ ４５９，８００ ３４５，０００ 

２６ ５２４，７００ ４６２，１００ ３４７，５００ 

２７ ５２６，５００ ４６４，３００ ３５０，０００ 

２８ ５２８，３００ ４６６，６００ ３５２，３００ 

２９ ５２９，９００ ４６８，７００ ３５７，８００ 

３０ ５３１，７００ ４７０，９００ ３６０，８００ 

３１ ５３３，５００ ４７３，２００ ３６３，８００ 

３２ ５３５，３００ ４７５，３００ ３６６，６００ 

３３ ５３６，９００ ４７７，１００ ３６８，７００ 

３４ ５３８，７００ ４７９，２００ ３７１，２００ 

３５ ５４０，４００ ４８１，３００ ３７３，９００ 

３６ ５４２，１００ ４８３，３００ ３７６，４００ 

３７ ５４３，７００ ４８５，４００ ３７９，１００ 

３８ ５４５，３００ ４８７，１００ ３８２，５００ 

３９ ５４６，７００ ４８８，９００ ３８５，５００ 

４０ ５４８，３００ ４９０，７００ ３８８，８００ 

４１ ５４９，８００ ４９２，３００ ３９１，８００ 

４２ ５５１，２００ ４９４，１００ ３９４，４００ 

４３ ５５２，６００ ４９５，９００ ３９６，８００ 



- 16 – 

改正後 改正前 

４４ ５５３，９００ ４９７，５００ ３９９，３００ 

４５ ５５５，１００ ４９８，９００ ４０１，９００ 

４６ ５５６，１００ ５００，６００ ４０３，９００ 

４７ ５５７，１００ ５０２，４００ ４０５，５００ 

４８ ５５８，１００ ５０４，１００ ４０７，１００ 

４９ ５５９，１００ ５０５，６００ ４０８，８００ 

５０ ５６０，０００ ５０６，９００ ４１１，０００ 

５１ ５６０，９００ ５０８，２００ ４１３，１００ 

５２ ５６１，８００ ５０９，５００ ４１５，１００ 

５３ ５６２，６００ ５１０，５００ ４１７，２００ 

５４ ５６３，５００ ５１１，８００ ４１９，３００ 

５５ ５６４，４００ ５１３，１００ ４２０，９００ 

５６ ５６５，３００ ５１４，４００ ４２２，６００ 

５７ ５６６，２００ ５１５，４００ ４２４，５００ 

５８ ５６７，１００ ５１６，２００ ４２６，０００ 

５９ ５６８，０００ ５１７，０００ ４２７，８００ 

６０ ５６８，７００ ５１７，８００ ４２９，６００ 

６１ ５６９，６００ ５１８，７００ ４３１，５００ 

６２ ５７０，５００ ５１９，５００ ４３３，５００ 



- 17 – 

改正後 改正前 

６３ ５７１，４００ ５２０，４００ ４３５，３００ 

６４ ５７２，３００ ５２１，２００ ４３７，２００ 

６５ ５７３，２００ ５２２，１００ ４３９，０００ 

６６  ５２３，０００ ４４０，７００ 

６７  ５２３，７００ ４４２，４００ 

６８  ５２４，６００ ４４４，２００ 

６９  ５２５，５００ ４４６，０００ 

７０  ５２６，３００ ４４７，８００ 

７１  ５２７，２００ ４４９，５００ 

７２  ５２８，１００ ４５１，２００ 

７３  ５２８，９００ ４５２，８００ 

７４  ５２９，８００ ４５４，５００ 

７５  ５３０，７００ ４５６，２００ 

７６  ５３１，４００ ４５７，９００ 

７７  ５３２，２００ ４５９，８００ 

７８  ５３３，１００ ４６１，０００ 

７９  ５３４，０００ ４６２，２００ 

８０  ５３４，９００ ４６３，４００ 

８１  ５３５，７００ ４６４，４００ 



- 18 – 

改正後 改正前 

８２  ５３６，６００ ４６５，４００ 

８３  ５３７，５００ ４６６，３００ 

８４  ５３８，４００ ４６７，１００ 

８５  ５３９，２００ ４６７，９００ 

８６  ５４０，１００ ４６８，６００ 

８７  ５４１，０００ ４６９，３００ 

８８  ５４１，９００ ４６９，９００ 

８９  ５４２，７００ ４７０，６００ 

９０   ４７１，３００ 

９１   ４７１，９００ 

９２   ４７２，５００ 

９３   ４７２，８００ 

９４   ４７３，４００ 

９５   ４７４，１００ 

９６   ４７４，８００ 

９７   ４７５，２００ 

９８   ４７５，８００ 

９９   ４７６，５００ 

１００   ４７７，２００ 



- 19 – 

改正後 改正前 

１０１   ４７７，６００ 

１０２   ４７８，２００ 

１０３   ４７８，８００ 

１０４   ４７９，３００ 

１０５   ４７９，９００ 

１０６   ４８０，４００ 

１０７   ４８０，９００ 

１０８   ４８１，４００ 

１０９   ４８１，８００ 

１１０   ４８２，４００ 

１１１   ４８２，８００ 

１１２   ４８３，３００ 

１１３   ４８３，８００ 

１１４   ４８４，４００ 

１１５   ４８５，０００ 

１１６   ４８５，４００ 

１１７   ４８５，９００ 

１１８   ４８６，５００ 

１１９   ４８７，１００ 



- 20 – 

改正後 改正前 

１２０   ４８７，６００ 

１２１   ４８８，１００ 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 ４６７，４００ ３９４，３００ ３３９，７００ 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 備考 この表は、病院に勤務する医師で規則で定めるものに適用する。 

イ 医療職給料表（２） イ 医療職給料表（２） 

（略） 
 

（略） 
 

備考 この表は、栄養士その他職員で規則に定めるものに適用する。 備考 この表は、病院等に勤務する薬剤師、診療放射線技師、栄養士その他職員

で規則に定めるものに適用する。 

 ウ 医療職給料表（３） ウ 医療職給料表（３） 

（略） 
 

（略） 
 

備考 この表は、看護師、准看護師、保健師その他の職員で規則で定めるものに

適用する。 

備考 この表は、病院等に勤務する看護師、准看護師、保健師その他の職員で規

則で定めるものに適用する。 

 

別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係） 

等級別基準職務表 等級別基準職務表 

（１） 行政職給料表 等級別基準職務表 （１） 行政職給料表 等級別基準職務表 

（略） 
 

（略） 
 

（２） 削除 （２） 医療職給料表（１） 等級別基準職務表 

 
職務の等級 基準となる職務 

１等級 １ 病院長の職務 

２ 副院長の職務 



- 21 – 

改正後 改正前 

２等級 １ 診療局長の職務 

２ 診療部長の職務 

３ 診療副部長の職務 

４ 医長の職務 

５ 診療主幹の職務 

３等級 １ 医師の職務 
 

（３） 医療職給料表（２） 等級別基準職務表 （３） 医療職給料表（２） 等級別基準職務表 

職務の等級 基準となる職務 

特１等級 １ 課長の職務 

２ 参事の職務 

１等級 １ 課長代理の職務 

２ 主幹の職務 

２等級 １ チーフの職務 

２ 主査の職務 

３等級 １ 歯科衛生士の職務 

２ 栄養士の職務 
 

職務の等級 基準となる職務 

特１等級 １ 技師長の職務 

２ 課長の職務 

３ 参事の職務 

１等級 １ 課長代理の職務 

２ 主幹の職務 

２等級 １ 主任薬剤師の職務 

２ 主任技師の職務 

３ 主任理学療法士の職務 

４ 主任検査技師の職務 

５ 主任放射線技師の職務 

６ チーフの職務 

７ 主査の職務 

３等級 １ 薬剤師の職務 

２ 診療放射線技師の職務 

３ 臨床検査技師の職務 

４ 理学療法士の職務 

５ 歯科衛生士の職務 

６ 栄養士の職務 
 



- 22 – 

改正後 改正前 

（４） 医療職給料表（３） 等級別基準職務表 （４） 医療職給料表（３） 等級別基準職務表 

職務の等級 基準となる職務 

特１等級 １ 課長の職務 

２ 参事の職務 

１等級 １ 訪問看護ステーション所長の職務 

２ 課長代理の職務 

３ 主幹の職務 

２等級 １ 主任看護師の職務 

２ チーフの職務 

３ 主査の職務 

３等級 １ 保健師の職務 

２ 看護師の職務 

３ 准看護師の職務 
 

職務の等級 基準となる職務 

特１等級 １ 看護部長の職務 

２ 看護部次長の職務 

３ 副看護部長の職務 

４ 課長の職務 

５ 参事の職務 

１等級 １ 看護長の職務 

２ 地域連携室長の職務 

３ 訪問看護ステーション所長の職務 

４ 課長代理の職務 

５ 主幹の職務 

２等級 １ 主任看護師の職務 

２ チーフの職務 

３ 主査の職務 

３等級 １ 保健師の職務 

２ 看護師の職務 

 ３ 准看護師の職務 
 



- 23 – 

○職員の退職手当に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２２号） 新旧対照表 

（第３条関係） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

２ 当分の間、３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額

は、第３条から第５条の３まで及び附則第７項から第１４項までの規定により

計算した額にそれぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、第６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第２項」

とする。 

２ 当分の間、３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額

は、第３条から第５条の３まで及び附則第７項から第１５項までの規定により

計算した額にそれぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、第６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第２項」

とする。 

３ 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、同項又は第５

条の２及び附則第９項の規定により計算した額に前項に定める割合を乗じて得

た額とする。 

３ 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、同項又は第５

条の２及び附則第１０項の規定により計算した額に前項に定める割合を乗じて

得た額とする。 

４～８ （略） ４～８ （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

９ 前２項の規定は、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例（令和４年藤井寺市条例第２４号）による改正前の職員の

定年等に関する条例（昭和５９年藤井寺市条例第１０号）第３条ただし書に規

定する職員が退職した場合に支給する退職手当の基本額については適用しな

い。 

９ （略） １０ （略） 

１０ 当分の間、第４条第１項第４号並びに第５条第１項第３号、第６号及び第

７号に掲げる者に対する第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、

第５条の３本文中「定年に達する日」とあるのは「６０歳に達する日」と、第

５条の３の表第４条第１項及び第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の

項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条

の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「その者に係る定年と退職の日に

おけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき」とあるのは「その者に

係る定年にあっては６０歳と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する

年数１年につき」とする。 

１１ 当分の間、第４条第１項第４号並びに第５条第１項第３号、第６号及び第

７号に掲げる者に対する第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、

第５条の３本文中「定年に達する日」とあるのは「定年（附則第７項及び附則

第９項に掲げる職員以外の者にあっては６０歳とし、附則第７項に掲げる職員

にあっては同項に定める年齢とし、附則第９項に掲げる職員にあっては６５歳

に達する日」と、第５条の３の表第４条第１項及び第５条第１項の項、第５条

の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表

第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「その者に係

る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき」と

あるのは「その者に係る定年にあっては６０歳とし、附則第７項に規定する職

員にあっては６０歳とし、附則第９項に規定する職員にあっては６５歳と退職

の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき」とする。 
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改正後 改正前 

１１ 当分の間、第４条第１項第４号並びに第５条第１項第３号、第６号及び第

７号に掲げる者（退職の日において定められているその者に係る定年が６０歳

を超える者に限る。）に対する第５条の３及び第６条の３の規定の適用につい

ては、第５条の３本文中「６月」とあるのは「零月」と、同条の表第４条第１

項及び第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項

第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６

条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日において定められているその者

に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数が１年であ

る職員にあっては、１００分の２）」とあるのは「１００分の３」とする。 

１２ 当分の間、第４条第１項第４号並びに第５条第１項第３号、第６号及び第

７号に掲げる者（次の表の左欄に掲げる者であって、退職の日において定めら

れているその者に係る定年がそれぞれ同表の右欄に掲げる年齢を超える者に限

る。）に対する第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、第５条の

３本文中「６月」とあるのは「零月」と、同条の表第４条第１項及び第５条第

１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並び

に第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の

項中「１００分の３（退職の日において定められているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数が１年である職員にあって

は、１００分の２）」とあるのは「１００分の３」とする。 

 
附則第７項及び第９項に掲げる職員以外の者 ６０歳 

附則第７項に掲げる職員 ６０歳 

附則第９項に掲げる職員 ６５歳 
 

１２ 当分の間、第４条第１項第４号及び第５条第１項（第１号及び第５号を除

く。）に規定する者に対する第５条の３の規定の適用及び第７条の５の規定の

適用については、第５条の３本文及び第７条の５第１項第１号中「２０年を」

とあるのは「１５年を」とするほか、第５条の３本文中「退職の日において定

められているその者に係る定年」とあり、及び第７条の５第１項第１号中「定

年」とあるのはそれぞれ「６０歳」とする。 

１３ 当分の間、第４条第１項第４号及び第５条第１項（第１号及び第５号を除

く。）に規定する者に対する第５条の３の規定の適用及び第７条の５の規定の

適用については、第５条の３本文及び第７条の５第１項第１号中「２０年を」

とあるのは「１５年を」とするほか、前項の表の左欄に掲げる者の区分に応

じ、第５条の３本文中「退職の日において定められているその者に係る定年」

とあり、及び第７条の５第１項第１号中「定年」とあるのはそれぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

１３ 当分の間、第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって６０歳に達

する日前に退職したときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適用につ

いては、第５条の３の表第４条第１項及び第５条第１項の項、第５条の２第１

項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の

項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３（退職

の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年

齢との差に相当する年数が１年である職員にあっては、１００分の２）」とあ

るのは、「６０歳と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数に１

００分の３を乗じて得た割合を退職の日において定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割

１４ 当分の間、第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって附則第１２

項の表の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達する日前に退職したと

きにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、第５条の３の

表第４条第１項及び第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５

条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号

の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日において定められ

ているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年

数が１年である職員にあっては、１００分の２）」とあるのは、「附則第１２

項の表の左欄に掲げる者の区分ごとに同表の右欄に掲げる年齢と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数に１００分の３を乗じて得た割合を退
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改正後 改正前 

合」とする。 職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。 

１４ 当分の間、第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって６０歳に達

した日以後に退職したときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適用に

ついては、第５条の３の表第４条第１項及び第５条の第１項の項、第５条の２

第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６

条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３

（退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその

者の年齢との差に相当する年数が１年である職員にあっては、１００分の

２）」とあるのは、「１００分の２を退職の日において定められているその者

に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得

た割合」とする。 

１５ 当分の間、第５条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって附則第１２

項の表の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達した日以後に退職した

ときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適用については、第５条の３

の表第４条第１項及び第５条の第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び

第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第

１号の項及び第６条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日において定め

られているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数が１年である職員にあっては、１００分の２）」とあるのは、「１００

分の２を退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。 
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○藤井寺市特別会計条例（昭和３９年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（第４条関係） 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 （略） 第１条 （略） 

２ 前項に規定するものを除くほか、他の法律に基づいて設置する特別会計は、

次のとおりとする。 

２ 前項に規定するものを除くほか、他の法律に基づいて設置する特別会計は、

次のとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （４） 病院事業会計 病院事業 

（４） （略） 

 

（５） （略） 
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○職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４１年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

（第５条関係）

改正後 改正前 

＿＿＿＿＿＿＿ （宿日直勤務） 

第８条 削除 第８条 任命権者は、職員に対し、宿直勤務又は日直勤務を命ずることができ

る。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の宿直勤務又は日直勤務とは、正規の勤務時間以外の時間及び次条に規

定する休日並びに国の行事の行われる日で市長が指定する日に、本来の勤務に

従事しないで断続的に行う庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部との連絡、

文書の収受及び発送、庁内の監視等を目的とする勤務をいう。 
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○執行機関の附属機関に関する条例（昭和４２年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

（第６条関係） 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

附属機関の属

する執行機関 
附属機関 担任事務 

市長 

藤井寺市公共

施設マネジメ

ント検討委員

会 

公共施設の再編方針、活用方針等について

の調査審議に関する事務 

（略） 

市長 
藤井寺市児童

福祉審議会 
児童福祉についての調査審議に関する事務 

教育委員会 

藤井寺市立小

中学校通学区

域審議会 

市立小中学校の通学区域に関する調査審議

に関する事務 

（略） 
 

附属機関の属

する執行機関 
附属機関 担任事務 

市長 

市立藤井寺市

民病院あり方

検討委員会 

市立藤井寺市民病院のあり方検討について

の調査審議に関する事務 

市長 

藤井寺市公共

施設マネジメ

ント検討委員

会 

公共施設の再編方針、活用方針等について

の調査審議に関する事務 

（略） 

市長 
藤井寺市児童

福祉審議会 
児童福祉についての調査審議に関する事務 

市長 

市立藤井寺市

民病院医療倫

理委員会 

市民病院において行う医療行為及び臨床的

研究についての倫理的観点からの審議に関

する事務 

市長 

市立藤井寺市

民病院改革プ

ラン評価委員

会 

市立藤井寺市民病院改革プランの実施状況

の点検及び評価についての調査審議に関す

る事務 

教育委員会 

藤井寺市立小

中学校通学区

域審議会 

市立小中学校の通学区域に関する調査審議

に関する事務 
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改正後 改正前 

（略） 
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○単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和５４年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

（第７条関係）

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特

殊勤務手当、時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期

末手当、勤勉手当及び退職手当とする。 

 

３ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特

殊勤務手当、時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別

勤務手当、期末手当、勤勉手当及び退職手当とする。 

 

＿＿＿＿＿＿＿ （宿日直手当） 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

第１１条 宿日直手当は、宿日直勤務を命ぜられた職員に対して、当該勤務につ

いて支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

 

２ 前項の宿日直勤務は、第８条から前条までの勤務には含まれないものとす

る。 

 

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当） 

第１１条 （略） 第１１条の２ （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 
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○藤井寺市職員定数条例（昭和５５年藤井寺市条例第５号） 新旧対照表 

（第８条関係） 

改正後 改正前 

（職員の定数） （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 市長事務部局の職員 ４７３人 （２） 市長事務部局の職員（病院事業の職員を除く。） ４６２人 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （３） 病院事業の職員 １１２人 

（３） 教育委員会事務局の職員（教育機関の職員を含む。） ８５人 （４） 教育委員会事務局の職員（教育機関の職員を含む。） ９７人 

（４） （略） （５） （略） 

（５） 監査委員事務局の職員 ３人 （６） 監査委員事務局の職員 ２人 

（６） （略） （７） （略） 

（７） （略） （８） （略） 

（８） （略） （９） （略） 

定数計 ５７６人 定数計 ６８８人 

２ （略） 

 

２ （略） 
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○職員の定年等に関する条例（昭和５９年藤井寺市条例第１０号） 新旧対照表 

（第９条関係） 

改正後 改正前 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次の各号に掲げる

職とする。 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次の各号に掲げる

職（病院において医療業務に従事する医師が占める職を除く。）とする。 

（１）・（２） （略） 

 

（１）・（２） （略） 

 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間において、地方公務員

法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年

藤井寺市条例第２４号。以下この項及び次項において「令和４年改正条例」と

いう。）による改正前の第３条ただし書に規定する職員であって、第３条の規

定を適用する職員については、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げ

る期間の区分に応じ、同条中「６５年」とあるのは、同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 
令和５年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６５年 

 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） （情報の提供及び勤務の意思の確認） 

４ （略） ５ （略） 
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○職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１０年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

（第１０条関係） 

改正後 改正前 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当は、次のとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （４） 医療業務特別勤務手当 

（４） （略） （５） （略） 

（５） （略） （６） （略） 

（６） （略） （７） （略） 

（７） （略） （８） （略） 

（８） （略） （９） （略） 

（９） （略） 

 

（１０） （略） 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （医療業務特別勤務手当） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第６条 医療業務特別勤務手当は、病院医務に従事する医師が正規の勤務時間外

及び職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４１年藤井寺市条例第

１９号。以下「勤務時間条例」という。）第９条第２項の規定に基づく休日に

２時間以上医療等の業務に従事したときに支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の手当の額は、別表に掲げる額とする。 

 

（夜間看護手当） （夜間看護手当） 

第６条 夜間看護手当は、医務に従事する看護師が正規の勤務時間による勤務と

して深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）にお

いて看護等の業務に従事したときに支給する。 

第７条 夜間看護手当は、病院医務に従事する看護師が正規の勤務時間による勤

務として深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）

において看護等の業務に従事したときに支給する。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（社会福祉業務従事手当） （社会福祉業務従事手当） 

第７条 （略） 第８条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（ねずみ族、昆虫駆除作業従事手当） （ねずみ族、昆虫駆除作業従事手当） 

第８条 （略） 第９条 （略） 
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改正後 改正前 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（現場作業従事手当） （現場作業従事手当） 

第９条 （略） 第１０条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（防災作業従事手当） （防災作業従事手当） 

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（死獣処理従事手当） （死獣処理従事手当） 

第１１条 （略） 第１２条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の特例） （定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の特例） 

第１２条 （略） 

 

第１３条 （略） 

 

（支給方法） （支給方法） 

第１３条 （略） 

 

第１４条 （略） 

 

（委任） （委任） 

第１４条 （略） 

 

第１５条 （略） 

 

別表（第３条―第１１条関係） 別表（第３条―第１２条関係） 

手当の種類 支払基準 金額（円） 

（略） 

行旅病人、行旅

死亡人等の収容

病人 １件につき １，０００ 

死亡人     １件につき １，５００ 

手当の種類 支払基準 金額（円） 

（略） 

行旅病人、行旅

死亡人等の収容

病人 １件につき １，０００ 

死亡人     １件につき １，５００ 
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改正後 改正前 

護送作業従事手

当 

死亡人（深夜） １件につき ２，０００ 

夜間看護手当 深夜における勤務が４時間以上であると

き １回につき 

３，５５０ 

深夜における勤務が２時間以上４時間未

満であるとき １回につき 

３，１００ 

深夜における勤務が２時間未満であると

き １回につき 

２，１５０ 

（略） 
 

護送作業従事手

当 

死亡人（深夜） １件につき ２，０００ 

医療業務特別勤

務手当 

１回につき １５，０００ 

夜間看護手当 深夜における勤務が４時間以上であると

き １回につき 

３，５５０ 

深夜における勤務が２時間以上４時間未

満であるとき １回につき 

３，１００ 

深夜における勤務が２時間未満であると

き １回につき 

２，１５０ 

（略） 
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○重要な公の施設に関する条例（平成１９年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

（第１１条関係） 

改正後 改正前 

（重要な公の施設の独占的利用） （重要な公の施設の独占的利用） 

第２条 次に掲げる公の施設について、１０年を超える独占的な利用をさせよう

とするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第９６条第１項第１１号の規定により議会の議決を経なければならない。 

第２条 次に掲げる公の施設について、１０年を超える独占的な利用をさせよう

とするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第９６条第１項第１１号の規定により議会の議決を経なければならない。 

（１）～（１８） （略） （１）～（１８） （略） 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿ （１９） 市民病院 

（１９） （略） 

 

（２０） （略） 
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○会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年藤井寺市条例第９号） 新旧対照表 

（第１２条関係） 

改正後 改正前 

（会計年度任用職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 

第２条 前条の給与とは、法第２２条の２第１項第２号の規定により採用された

会計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあって

は、給料、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、期末手

当及び特殊勤務手当をいい、同項第１号の規定によって採用された会計年度任

用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）にあっては、報酬

及び期末手当をいう。 

第２条 前条の給与とは、法第２２条の２第１項第２号の規定により採用された

会計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあって

は、給料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日給、

夜勤手当、宿日直手当、期末手当及び特殊勤務手当をいい、同項第１号の規定

によって採用された会計年度任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職

員」という。）にあっては、報酬及び期末手当をいう。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （フルタイム会計年度任用職員の初任給調整手当） 

第８条 削除 第８条 初任給調整手当は、医療職給料表（１）の適用を受けるフルタイム会計

年度任用職員の職のうち、採用による欠員の補充が困難であると認められる職

で任命権者が認めるものに新たに採用されたフルタイム会計年度任用職員に対

して、月額４１４，８００円を超えない範囲内の額を支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の規定により初任給調整手当を支給するフルタイム会計年度任用職員の

範囲、初任給調整手当の支給額その他初任給調整手当の支給に関し必要な事項

は、規則で定める。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当） 

第１４条 削除 第１４条 給与条例第２３条第１項の規定は、フルタイム会計年度任用職員につ

いて準用する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の規定により準用する給与条例第２３条第１項の勤務は、第１１条の規

定により準用する給与条例第１８条第１項、第１２条の規定により準用する給

与条例第１９条第１項及び前条の規定により準用する給与条例第２０条の勤務

には含まれないものとする。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （パートタイム会計年度任用職員の初任給調整に係る報酬） 

第２２条 削除 第２２条 初任給調整に係る報酬は、医療職給料表（１）の適用を受けるパート

タイム会計年度任用職員の職のうち、採用による欠員の補充が困難であると認

められる職で任命権者が認めるものに新たに採用されたパートタイム会計年度
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改正後 改正前 

任用職員に対して、月額４１４，８００円を超えない範囲内の額を支給する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の規定により初任給調整に係る報酬を支給するパートタイム会計年度任

用職員の範囲、初任給調整に係る報酬の支給額その他初任給調整に係る報酬の

支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

（パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬） （パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬） 

第２３条 特殊勤務手当条例第３条から第１１条までに規定する業務に従事する

ことを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当条例の例

により計算して得た額を特殊勤務に係る報酬として支給する。 

 

第２３条 特殊勤務手当条例第３条から第１２条までに規定する業務に従事する

ことを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当条例の例

により計算して得た額を特殊勤務に係る報酬として支給する。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （パートタイム会計年度任用職員の宿日直勤務に係る報酬） 

第２７条 削除 第２７条 宿日直勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その勤

務１回につき４，２００円（入院患者の病状の急変等に対処するための医師の

宿日直勤務にあっては、２５，０００円、規則で定めるその他の特殊な業務を

主として行う宿日直勤務にあっては６，８００円）を超えない範囲内において

市長が定める額を宿日直勤務に係る報酬として支給する。ただし、執務が行わ

れる時間が執務が通常行われる日の執務時間の２分の１に相当する時間で市長

が定める日に退庁時から引き続いて行われる宿直勤務にあっては、その額は、

６，３００円（入院患者の病状の急変等に対処するための医師の宿直勤務にあ

っては、３７，５００円、規則で定めるその他の特殊な業務を主として行う宿

直勤務にあっては１０，２００円）を超えない範囲内において市長が定める額

とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前項の勤務は、前３条の勤務に含まれないものとする。 

 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

医療職給料表 医療職給料表 

ア 削除 ア 医療職給料表（１） 

 
職務の等級 １等級 

号給 給料月額 

１ ２５３，６００ 
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改正後 改正前 

２ ２５６，１００ 

３ ２５８，６００ 

４ ２６１，１００ 

５ ２６３，３００ 

６ ２６７，１００ 

７ ２７０，９００ 

８ ２７４，７００ 

９ ２７８，３００ 

１０ ２８２，３００ 

１１ ２８６，３００ 

１２ ２９０，３００ 

１３ ２９４，０００ 

１４ ２９８，０００ 

１５ ３０１，９００ 

１６ ３０５，７００ 

１７ ３０９，３００ 

１８ ３１２，８００ 

１９ ３１６，３００ 
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改正後 改正前 

２０ ３１９，８００ 

２１ ３２３，４００ 

２２ ３２７，１００ 

２３ ３３０，５００ 

２４ ３３３，８００ 

２５ ３３７，３００ 

２６ ３３９，８００ 

２７ ３４２，４００ 

２８ ３４４，７００ 

２９ ３４９，８００ 

３０ ３５２，８００ 

３１ ３５５，９００ 

３２ ３５８，７００ 

３３ ３６１，１００ 

３４ ３６３，７００ 

３５ ３６６，４００ 

３６ ３６９，２００ 

３７ ３７２，１００ 
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改正後 改正前 

３８ ３７５，６００ 

３９ ３７８，６００ 

４０ ３８２，２００ 

４１ ３８５，６００ 

４２ ３８８，３００ 

４３ ３９０，８００ 

４４ ３９３，４００ 

４５ ３９６，１００ 

４６ ３９８，３００ 

４７ ４００，２００ 

４８ ４０１，８００ 

４９ ４０３，８００ 

５０ ４０６，１００ 

５１ ４０８，３００ 

５２ ４１０，６００ 

５３ ４１２，９００ 

５４ ４１５，０００ 

５５ ４１７，０００ 
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改正後 改正前 

５６ ４１９，１００ 

５７ ４２１，０００ 

５８ ４２２，８００ 

５９ ４２４，６００ 

６０ ４２６，６００ 

６１ ４２８，５００ 

６２ ４３０，５００ 

６３ ４３２，４００ 

６４ ４３４，４００ 

６５ ４３６，２００ 

６６ ４３８，０００ 

６７ ４３９，７００ 

６８ ４４１，５００ 

６９ ４４３，３００ 

７０ ４４５，１００ 

７１ ４４６，９００ 

７２ ４４８，６００ 

７３ ４５０，４００ 
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改正後 改正前 

７４ ４５２，１００ 

７５ ４５３，９００ 

７６ ４５５，７００ 

７７ ４５７，６００ 

７８ ４５８，８００ 

７９ ４６０，０００ 

８０ ４６１，２００ 

８１ ４６２，４００ 

８２ ４６３，４００ 

８３ ４６４，４００ 

８４ ４６５，４００ 

８５ ４６６，２００ 

８６ ４６６，９００ 

８７ ４６７，６００ 

８８ ４６８，３００ 

８９ ４６９，０００ 

９０ ４６９，７００ 

９１ ４７０，４００ 
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改正後 改正前 

９２ ４７１，０００ 

９３ ４７１，３００ 

９４ ４７２，０００ 

９５ ４７２，７００ 

９６ ４７３，４００ 

９７ ４７３，８００ 

９８ ４７４，４００ 

９９ ４７５，１００ 

１００ ４７５，８００ 

１０１ ４７６，２００ 

１０２ ４７６，８００ 

１０３ ４７７，４００ 

１０４ ４７７，９００ 

１０５ ４７８，５００ 

１０６ ４７９，０００ 

１０７ ４７９，５００ 

１０８ ４８０，０００ 

１０９ ４８０，４００ 
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改正後 改正前 

１１０ ４８１，０００ 

１１１ ４８１，４００ 

１１２ ４８１，９００ 

１１３ ４８２，４００ 

１１４ ４８３，０００ 

１１５ ４８３，６００ 

１１６ ４８４，０００ 

１１７ ４８４，５００ 

１１８ ４８５，１００ 

１１９ ４８５，７００ 

１２０ ４８６，３００ 

１２１ ４８６，８００ 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

備考 この表は、医師の業務に従事する会計年度任用職員で市長が規則で定める

ものに適用する。 

イ 医療職給料表（２）  イ 医療職給料表（２） 

（略） 
 

（略） 
 

備考 この表は、歯科衛生士、管理栄養士、栄養士その他これらに準ずる業務に

従事する会計年度任用職員で市長が規則で定めるものに適用する。 

備考 この表は、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、歯科衛

生士、管理栄養士、栄養士その他これらに準ずる業務に従事する会計年度任用

職員で市長が規則で定めるものに適用する。 

ウ 医療職給料表（３） ウ 医療職給料表（３） 

（略） 
 

（略） 
 

  

別表第３（第４条関係） 別表第３（第４条関係） 
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改正後 改正前 

等級別基準職務表 等級別基準職務表 

（１） 行政職給料表 等級別基準職務表 （１） 行政職給料表 等級別基準職務表 

（略） 
 

（略） 
 

（２） 削除 （２） 医療職給料表（１） 等級別基準職務表 

 
職務の等級 基準となる職務 

１等級 医師の職務 
 

（３） 医療職給料表（２） 等級別基準職務表 （３） 医療職給料表（２） 等級別基準職務表 

職務の等級 基準となる職務 

１等級 歯科衛生士の職務 

管理栄養士の職務 

栄養士の職務 
 

職務の等級 基準となる職務 

１等級 薬剤師の職務 

診療放射線技師の職務 

臨床検査技師の職務 

理学療法士の職務 

歯科衛生士の職務 

管理栄養士の職務 

栄養士の職務 
 

（４） 医療職給料表(３) 等級別基準職務表 （４） 医療職給料表(３) 等級別基準職務表 

（略） 
 

（略） 
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議案第 ５ 号 

執行機関の附属機関に関する条例の一部改正について 

 

○執行機関の附属機関に関する条例（昭和４２年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 
附属機関 担任事務 

（略） 

市長 

藤井寺市立休日

急病診療所運営

委員会 

市立休日急病診療所の円滑な運営に関する必要

事項の調査審議に関する事務 

市長 

藤井寺市健康増

進計画・食育推

進計画策定委員

会 

市の健康増進計画・食育推進計画策定等に関す

る調査審議に関する事務 

市長 

藤井寺市胃内視

鏡検診運営委員

会 

胃内視鏡検診の実施運営等についての必要事項

の調査審議に関する事務 

市長 
藤井寺市児童福

祉審議会 
児童福祉についての調査審議に関する事務 

附属機関の属す

る執行機関 
附属機関 担任事務 

（略） 

市長 

藤井寺市立休日

急病診療所運営

委員会 

市立休日急病診療所の円滑な運営に関する必要

事項の調査審議に関する事務 

市長 

藤井寺市健康増

進計画・食育推

進計画策定委員

会 

市の健康増進計画・食育推進計画策定等に関す

る調査審議に関する事務 

市長 
藤井寺市児童福

祉審議会 
児童福祉についての調査審議に関する事務 

市長 

市立藤井寺市民

病院医療倫理委

員会 

市民病院において行う医療行為及び臨床的研究

についての倫理的観点からの審議に関する事務 

（略） 
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改正後 改正前 

市長 

藤井寺市民間保

育施設設置・運

営事業者選考委

員会 

民間保育施設設置・運営事業者の選考に関する

必要事項の調査審議に関する事務 

市長 

市立藤井寺市民

病院医療倫理委

員会 

市民病院において行う医療行為及び臨床的研究

についての倫理的観点からの審議に関する事務 

（略） 
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○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（附則第２条関係） 

改正後 改正前 

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

児童福祉審議会委員 日額 ９，５００円 

民間保育施設設置・運営事業者選考委員会

委員 

日額 ９，５００円 

休日急病診療所運営委員会委員 年額 １８，０００円 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会委

員 

日額 ９，５００円 

胃内視鏡検診運営委員会委員 日額 ９，５００円 

市立藤井寺市民病院改革プラン評価委員会

委員 

日額 ９，５００円 

（略） 
 

区分 報酬額 

（略） 

児童福祉審議会委員 日額 ９，５００円 

休日急病診療所運営委員会委員 年額 １８，０００円 

（略） 

健康増進計画・食育推進計画策定委員会委

員 

日額 ９，５００円 

市立藤井寺市民病院改革プラン評価委員会

委員 

日額 ９，５００円 

（略） 
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議案第 ６ 号 

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

 

○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

行政不服等審査会委員 日額 ９，５００円 

法務専門員 日額 ３５，０００円 

公共施設マネジメント検討委員会委員 日額 ９，５００円 

（略） 
 

区分 報酬額 

（略） 

行政不服等審査会委員 日額 ９，５００円 

公共施設マネジメント検討委員会委員 日額 ９，５００円 

（略） 
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議案第 ７ 号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（昇給） （昇給） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ ５５歳（病院において医療業務に従事する医師にあっては、５７歳）に達した日

の属する会計年度の末日を超えて在職する職員については、規則で定める場合を除

き、第１項の規定による昇給は行わない。 

３ ５５歳（病院において医療業務に従事する医師にあっては、５７歳）に達した日

の属する会計年度の末日を超えて在職する職員に関する前項の規定の適用について

は、同項中「４号給」とあるのは、「２号給」とする。 

４～６ （略） 

 

４～６ （略） 

 

（期末手当） （期末手当） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の等級が４等級以上である職員のう

ち規則で定める職員及び同表以外の給料表の適用を受ける職員で職務の複雑、困難

及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として当該各給料表につき規則で定

める職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職制上の段階、職務の等級等を考

慮して規則で定める職員の区分に応じて、１００分の２０を超えない範囲内で規則

で定める割合を乗じて得た額を加算した額を第２項の期末手当基礎額とする。 

５ 行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の等級が５等級以上である職員のう

ち規則で定める職員及び同表以外の給料表の適用を受ける職員で職務の複雑、困難

及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として当該各給料表につき規則で定

める職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職制上の段階、職務の等級等を考

慮して規則で定める職員の区分に応じて、１００分の２０を超えない範囲内で規則

で定める割合を乗じて得た額を加算した額を第２項の期末手当基礎額とする。 

６ （略） 

 

６ （略） 

 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員

にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料（育児

３ 第２４条第４項及び第５項の規定は、前項の勤勉手当基礎額について準用する。 
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改正後 改正前 

短時間勤務職員等にあっては、給料の月額を算出率で除して得た額）の月額及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額とする。 

４ 第２４条第５項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合

において、同条第５項中「前項」とあるのは、「第２５条第３項」と読み替えるも

のとする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

５ （略） ４ （略） 

 



- 53 - 

○会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年藤井寺市条例第９号） 新旧対照表 

（附則第２条関係） 

改正後 改正前 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１６条の２ 給与条例第２５条（同条第１項後段、第２項及び第４項の規定を除

く。）の規定は、任期の定めが６か月以上のフルタイム会計年度任用職員（これに

準ずるものとして市長が規則で定めるフルタイム会計年度任用職員を含む。）につ

いて準用する。 

第１６条の２ 給与条例第２５条（同条第１項後段、第２項及び第３項の規定を除

く。）の規定は、任期の定めが６か月以上のフルタイム会計年度任用職員（これに

準ずるものとして市長が規則で定めるフルタイム会計年度任用職員を含む。）につ

いて準用する。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長が定める割合を乗じて得た額とする。

この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額は、当該職員の勤勉手当基礎

額に１００分の１０２．５を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（前条第１項の規定により準用する給与条例第

２４条第４項の規定による期末手当基礎額と同額とする。以下この項において同

じ。）に、市長が定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額は、当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を

乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２９条の２ 給与条例第２５条（同条第１項後段、第２項及び第４項の規定を除

く。）の規定は、任期の定めが６か月以上のパートタイム会計年度任用職員（これ

に準ずるものとして市長が規則で定めるパートタイム会計年度任用職員を含む。以

下のこの条において同じ。）について準用する。この場合において、給与条例第２

５条第３項中「給料（育児短時間勤務職員等にあっては、給料月額を算出率で除し

て得た額）の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、「報酬

の月額（日額又は時間額で報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員にあっ

ては、基準日前６か月以内のパートタイム会計年度任用職員としての在職期間にお

ける報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮して市長が規則で定める額

を除く。）の１か月当たりの平均額）」と読み替えるものとする。 

第２９条の２ 給与条例第２５条（同条第１項後段、第２項及び第３項の規定を除

く。）の規定は、任期の定めが６か月以上のパートタイム会計年度任用職員（これ

に準ずるものとして市長が規則で定めるパートタイム会計年度任用職員を含む。以

下のこの条において同じ。）について準用する。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長が定める割合を乗じて得た額とする。

この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額は、当該職員の勤勉手当基礎

額に１００分の１０２．５を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（前条第１項の規定により準用する給与条例第

２４条第４項の規定による期末手当基礎額と同額とする。以下この項において同

じ。）に、市長が定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額は、当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を

乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、１週間当たりの勤務時間が著しく少ないものとして

市長が規則で定めるパートタイム会計年度任用職員については、勤勉手当を支給し

ない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、１週間当たりの勤務時間が著しく少ないものとして

市長が規則で定めるパートタイム会計年度任用職員については、勤勉手当を支給し

ない。 
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議案第 ８ 号 

藤井寺市特別職報酬等審議会条例の一部改正について 

 

○藤井寺市特別職報酬等審議会条例（昭和４２年藤井寺市条例第２６号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（庶務） （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、総務部人事課において行う。 

 

第６条 審議会の庶務は、政策企画部人事課において行う。 
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議案第 ９ 号 

職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

○職員の育児休業等に関する条例（平成４年藤井寺市条例第４号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（期末手当等の支給） （期末手当等の支給） 

第５条の３ （略） 第５条の３ （略） 

２ 給与条例第２５条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該

基準日に係る勤勉手当を支給する。 

 

２ 給与条例第２５条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる

職員を除く。）のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある

職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） （育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第６条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合におい

て、他の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１

００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみ

なして、その職務に復帰した日及び同日後の最初の昇給日（給与条例第１０条第１

項の規則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその

者の号給を調整することができる。 

 

第６条 育児休業をした職員（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。）が職務に復帰した場合において、他の職員との均衡上必要があ

ると認められるときは、その育児休業の期間を１００分の１００以下の換算率によ

り換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及

び同日後の最初の昇給日（給与条例第１０条第１項の規則で定める日をいう。）又

はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができ

る。 
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議案第 １０ 号 

藤井寺市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例の一部改正について 

 

○藤井寺市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年藤井寺市条

例第２０号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第４条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保

健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職員」とい

う。）を置かなければならない。 

第４条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護予防支

援事業所」という。）ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要

な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職

員」という。）を置かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業

所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門

員を置かなければならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（管理者） （管理者） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護予防支

援事業所」という。）ごとに常勤の管理者を置かなければならない。 

第５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管理者を

置かなければならない。 

２ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定によ

り置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、指定介

護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の

職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者である地域包括支援センターの職

務に従事することができるものとする。 

２ 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただ

し、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事

業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者である地域包括支援セ

ンターの職務に従事することができるものとする。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置

く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６

６第１号イ⑶に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援

専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著

しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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改正後 改正前 

介護支援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすることができる。 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に

掲げる場合は、この限りでない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１） 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に

従事する場合 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（２） 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支

援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に

規定する介護予防サービス計画をいう。以下同じ。）が第２条に規定する基本方針

及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サ

ービス事業者（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者をいう。

以下同じ。）等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行い、理解

を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に規定する介護予防サービス計

画をいう。以下同じ。）が第２条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作

成されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第５３条第

１項に規定する指定介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよ

う求めることができること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要

が生じた場合には、担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）の氏

名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要

が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう

求めなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第１項
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改正後 改正前 

る情報処理の用に供されるものをいう。第３５条第１項において同じ。）に係る

記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに第１項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

４～８ （略） 

 

４～８ （略） 

 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほ

か、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介

護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることが

できる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費用

の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければ

ならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

 

（保険給付の請求のための証明書の交付） （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１３条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援について前条第１

項の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記載した指定介護予防支

援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 

第１３条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援について前条の利

用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記載した指定介護予防支援提供

証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１４条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、法第１

１５条の２３第３項の規定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次

に掲げる事項を遵守しなければならない。 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定により指定

介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実施

する介護支援専門員が、第２条、この章及び次章の規定（第３２条第２９号の規

定を除く。）を遵守するよう措置させなければならないこと。 

 

（４） 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実施

する介護支援専門員が、第２条、この章及び次章の規定を遵守するよう措置させ

なければならないこと。 

 

（掲示） （掲示） 

第２３条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい場所に、 第２３条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい場所に、
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改正後 改正前 

運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資

すると認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲

示しなければならない。 

運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資

すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定介護予防支援事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定介護

予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳 （２） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

エ 第３２条第１５号の規定による評価の結果の記録 エ 第３２条第１５号に規定する評価の結果の記録 

オ （略） オ （略） 

（３） 第３２条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（第３２条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」とい

う。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿ 

（４） 第１７条の規定による市への通知に係る記録 （３） 第１７条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 第２７条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 第２７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 第２８条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

 

（５） 第２８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３２条 指定介護予防支援の方針は、第２条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

第３２条 指定介護予防支援の方針は、第２条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（２）の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等 ＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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改正後 改正前 

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（３）～（１５） （略） （３）～（１５） （略） 

（１６） 担当職員は、第１４号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリン

グ」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービス事業

者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

（１６） 担当職員は、第１３号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリン

グ」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービス事業

者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月に１回、利

用者に面接すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月に１回及び

サービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい変化があったとき

は、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。た

だし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌

月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）に

ついて、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接すると

きは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、

利用者に面接することができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない

情報について、担当者から提供を受けること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったと

きは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を

活用して利用者に面接する月を除く。）においては、可能な限り、指定介護予防

通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サービス等基準第１１７条第１項

に規定する指定介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所（指定介護予防サービス等基準第１１７条第１項に規定

する指定介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方法

により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあって
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改正後 改正前 

の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合に

あっては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

は、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

オ （略） ウ （略） 

（１７）～（２８） （略） （１７）～（２８） （略） 

（２９） 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５

条の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合には、そ

の求めに応じなければならない。 

 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３５条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９条（前条にお

いて準用する場合を含む。）及び第３２条第２６号（前条において準用する場合を

含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録により行うことができる。 

第３５条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９条（前条にお

いて準用する場合を含む。）及び第３２条第２６号（前条において準用する場合を

含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 

２ （略） ２ （略） 
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議案第 １１ 号 

藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

 

○藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年藤井寺市条例第５号） 新旧対

照表 

改正後 改正前 

（基本方針） （基本方針） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）、法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センター（以下

「地域包括支援センター」という。）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第２０条の７の２に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業

者、指定介護予防支援事業者（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業

者をいう。以下同じ。）、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号

に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）、法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センター、老人

福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２に規定する老人介護支援セ

ンター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者（法第５８条第１

項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。）、介護保険施設、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携

に努めなければならない。 

５・６ （略） 

 

５・６ （略） 

 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅介護支援事業者が指定

介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定に

より地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受け

て、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に

規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１５条第２６号において同

じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数

に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加え

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又はその端数を増すごとに１と

する。 
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改正後 改正前 

た数。次項において同じ。）が４４又はその端数を増すごとに１とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保

険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立さ

れた法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サ

ービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共

有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合にお

ける第１項に規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増すごとに

１とする。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

 

（管理者） （管理者） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介護支

援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 

（２） 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理す

る指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第２条に規定する基本方針及

び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス

事業者等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行い、理解を得な

ければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、居宅サービス計画が第２条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求め

ることができること、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着

型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提

供されたものが占める割合等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及

び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ

位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介

護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ご

との回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業

者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めな

ければならない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

４ （略） ３ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代えて、第８項に定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項に定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。第３３条第１項において同じ。）に係る

記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに第１項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第１項

に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

６ （略） ５ （略） 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の使用に係

る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の使用に係

る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の規定により第１項に規定する重要事項を提

供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾

を得なければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定する重要事項を提

供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾

を得なければならない。 

（１） 第５項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するもの （１） 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するもの 

（２） （略） （２） （略） 

９ （略） ８ （略） 



- 65 - 

改正後 改正前 

  

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１５条 指定居宅介護支援の方針は、第２条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

第１５条 指定居宅介護支援の方針は、第２条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（２）の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはなら

ない。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（３）～（１３） （略） （３）～（１３） （略） 

（１４） 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の

提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その

他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者

の同意を得て主治の医師等又は薬剤師に提供するものとする。 

（１４） 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の

提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その

他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者

の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

（１５） 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施状況の把握（以下「モニタ

リング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業

者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

（１５） 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施状況の把握（以下「モニタ

リング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業

者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。 ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。た

だし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の

居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月において

は、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 



- 66 - 

改正後 改正前 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握で

きない情報について、担当者から提供を受けること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ （略） イ （略） 

（１６）～（２９） （略） （１６）～（２９） （略） 

（３０） 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に基づ

き、地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から指定介護

予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定

居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮

しなければならない。 

（３０） 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に基づ

き、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当た

っては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

（３１） （略） 

 

（３１） （略） 

 

（掲示） （掲示） 

第２４条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）を掲示しなければならない。 

第２４条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定居宅介護支援事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定居宅

介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次

の各号に掲げる記録を整備し、当該記録等に係る居宅サービス計画の完了の日（第

３号に掲げる記録にあっては当該通知の日、第５号に掲げる記録にあっては当該記

録を作成した日）から５年間保存しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次

の各号に掲げる記録を整備し、当該記録等に係る居宅サービス計画の完了の日（第

３号に掲げる記録にあっては当該通知の日、第５号に掲げる記録にあっては当該記

録を作成した日）から５年間保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 第１５条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） （略） （３） （略） 
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改正後 改正前 

（５） 第２８条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 第２８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 第２９条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

 

（５） 第２９条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３３条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９条（前条にお

いて準用する場合を含む。）及び第１５条第２８号（前条において準用する場合を

含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録により行うことができる。 

第３３条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９条（前条にお

いて準用する場合を含む。）及び第１５条第２８号（前条において準用する場合を

含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 

２ （略） ２ （略） 
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議案第 １２ 号 

藤井寺市介護保険条例の一部改正について 

 

○藤井寺市介護保険条例（平成１２年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第８条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

第８条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）

第３９条第１項第１号に掲げる者 ３４，９４４円 

（１） 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）

第３９条第１項第１号に掲げる者 ３６，０００円 

（２） 政令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４９，９２０円 （２） 政令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５０，４００円 

（３） 政令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５２，９９２円 （３） 政令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５４，０００円 

（４） 政令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６９，１２０円 （４） 政令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６４，８００円 

（５） 政令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７６，８００円 （５） 政令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７２，０００円 

（６） 次のいずれかに該当する者 ９２，１６０円 （６） 次のいずれかに該当する者 ８６，４００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者等（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定

する要保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の

規定による支援給付（以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある者を

いう。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護又は支援

給付をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（政令第３９条第１項

第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０

号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者を除

く。） 

イ 要保護者等（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定

する要保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の

規定による支援給付（以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある者を

いう。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護又は支援

給付をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（政令第３９条第１項

第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ又は第１

０号イに該当する者を除く。） 

（７） 次のいずれかに該当する者 ９９，８４０円 （７） 次のいずれかに該当する者 ９３，６００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ
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る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イ、第１０号イ、

第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イ又は第１０号イ

に該当する者を除く。） 

（８） 次のいずれかに該当する者 １１５，２００円 （８） 次のいずれかに該当する者 １０８，０００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１０号イ、第１１号

イ、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ又は第１０号イに該当する

者を除く。） 

（９） 次のいずれかに該当する者 １３０，５６０円 （９） 次のいずれかに該当する者 １２２，４００円 

ア 合計所得金額が３，２００，０００円以上４，２００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３，２００，０００円以上４，５００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１１号イ、第１２号

イ、第１３号イ又は第１４号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

（１０） 次のいずれかに該当する者 １４５，９２０円 （１０） 次のいずれかに該当する者 １３３，２００円 

ア 合計所得金額が４，２００，０００円以上５，２００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が４，５００，０００円以上７，０００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１２号イ、第１３号イ

又は第１４号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

（１１） 次のいずれかに該当する者 １６１，２８０円 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 合計所得金額が５，２００，０００円以上６，２００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１３号イ又は第１４号

イに該当する者を除く。） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１２） 次のいずれかに該当する者 １７６，６４０円 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 合計所得金額が６，２００，０００円以上７，２００，０００円未満である ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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改正後 改正前 

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ又は第１４号イに該当する

者を除く。） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（１３） 次のいずれかに該当する者 １８４，３２０円 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 合計所得金額が７，２００，０００円以上８，２００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１４） 次のいずれかに該当する者 １９２，０００円 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 合計所得金額が８，２００，０００円以上１０，０００，０００円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（政令第３９条第

１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１５） 前各号のいずれにも該当しない者 １９９，６８０円 （１１） 前各号のいずれにも該当しない者 １４４，０００円 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和６

年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、

２１，８８８円とする。 

４ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和３

年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、

２１，６００円とする。 

５ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦

課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率について準用す

る。この場合において、前項中「２１，８８８円」とあるのは、「３４，５６０

円」と読み替えるものとする。 

５ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦

課に係る令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率について準用す

る。この場合において、前項中「２１，６００円」とあるのは、「３２，４００

円」と読み替えるものとする。 

６ 第４項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率について準用

する。この場合において、第４項中「２１，８８８円」とあるのは、「５２，６０

８円」と読み替えるものとする。 

 

６ 第４項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率について準用

する。この場合において、第４項中「２１，６００円」とあるのは、「５０，４０

０円」と読み替えるものとする。 

 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場合） （賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場合） 
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改正後 改正前 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険料の賦課期日後に第８条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ、第９号イ、

第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ若しくは第１４号イ又は政令第

３９条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者

及び（１）に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ若

しくは第５号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当

するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に

係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から第８条第１項第６号から

第１４号まで又は政令第３９条第１項第１号から第５号までのいずれかに規定する

者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に第８条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ、第９号イ若

しくは第１０号イ又は政令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金

の受給権を有するに至った者及び（１）に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２

号ロ、第３号ロ、第４号ロ若しくは第５号ロに該当するに至った第１号被保険者に

係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算

定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月

から第８条第１項第６号から第１０号まで又は政令第３９条第１項第１号から第５

号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料の額の合算額と

する。 

４ （略） 

 

４ （略） 
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議案第 １３ 号 

藤井寺市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

 

○藤井寺市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年藤井寺市条例

第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれ

かの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合

は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てる

ことができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれ

かの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合

は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てる

ことができる。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第１１２条第１項に規定する指定

認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第４９条第４項第５号、第６６条第１

項、第６７条第１項、第８４条第６項、第８５条第３項及び第８６条において同

じ。） 

（５） 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第１１２条第１項に規定する指定

認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第４９条第４項第５号、第６６条第１

項、第６７条、第８４条第６項、第８５条第３項及び第８６条において同じ。） 

（６）～（１０） （略） （６）～（１０） （略） 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

（１１） 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第

１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６

条の規定による改正前の介護保険法（以下「平成１８年旧介護保険法」とい

う。）第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設（以下「指定介

護療養型医療施設」という。） 

（１１） （略） （１２） （略） 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にあ

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一施設内にある指
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改正後 改正前 

る指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することが

できる。 

７～１２ （略） 

 

７～１２ （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

第９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるもの

とする。 

 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用申込者又はその家族から

の申出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重

要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提

供することができる。この場合において、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用申込者又はその家族から

の申出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重

要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提

供することができる。この場合において、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。第２０５条第１項において同じ。）に係

る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に

規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

３～６ （略） 

 

３～６ （略） 

 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） 

第２６条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

第２６条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 
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改正後 改正前 

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略） 

（８） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」とい

う。）を行ってはならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（９） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１０） （略） （８） （略） 

（１１） （略） 

 

（９） （略） 

 

（掲示） （掲示） 

第３６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示し

なければならない。 

第３６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事項を記載した書面を当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する事項を記載し

た書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代え

ることができる。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービ

スを提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存し

なければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービ

スを提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存し

なければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第２２条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） （略） （３） （略） 
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改正後 改正前 

（４） 第２８条第１０項に規定する訪問看護報告書 （４） 第２８条第１１項に規定する訪問看護報告書 

（５） 第２６条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（６） 第３０条の規定による市への通知に係る記録 （５） 第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（７） 第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （６） 第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（８） 第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

 

（７） 第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サー

ビス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事する事

ができる。 

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービ

ス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事する事が

できる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等があ

る場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規

定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等があ

る場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規

定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

（１）～（１０） （略） （１）～（１０） （略） 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （１１） 指定介護療養型医療施設 

（１１） （略） （１２） （略） 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定

夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護

事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間

対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業

所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事することが

できる。 

６ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセンターサ

ービスの提供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にかかわらず、

オペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる。 

６ 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセンターサービ

スの提供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にかかわらず、オペ

レーターは、随時訪問サービスに従事することができる。 

７ （略） 

 

７ （略） 
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（管理者） （管理者） 

第５０条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定夜間

対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の他の職務又は他の事業所、施設等（当該指定夜間対応型訪問介護事業者が、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該他

の事業所、施設等と一体的に運営している場合に限る。）の職務に従事することが

できるものとし、日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であっ

て、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準第５条第１項に規定する指定訪

問介護事業者をいう。）の指定を併せて受けて、一体的に運営するときは、指定訪

問介護事業所の職務に従事することができるものとする。 

 

第５０条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定夜間

対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の他の職務又は同一敷地内の他の事業所、施設等（当該指定夜間対応型訪問介

護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、

かつ、当該同一敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運営している場合に限

る。）の職務に従事することができるものとし、日中のオペレーションセンターサ

ービスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準第

５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）の指定を併せて受けて、一体

的に運営するときは、指定訪問介護事業所の職務に従事することができるものとす

る。 

 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第５３条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

第５３条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（７） （略） （５） （略） 

（８） （略） （６） （略） 

（９） （略） 

 

（７） （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６０条 （略） 第６０条 （略） 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の場合に

あっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型訪問介護の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の場合に

あっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 
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（２） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

（３） 第５３条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （３） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

 

（５） 次条において準用する第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

 

（管理者） （管理者） 

第６１条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定

地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介

護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

 

第６１条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定

地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介

護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第６１条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

第６１条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（７） （略） （５） （略） 

（８） （略） 

 

（６） （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６１条の１９ （略） 第６１条の１９ （略） 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提

供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提

供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ
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場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 ばならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

（３） 第６１条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （３） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 前条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（５） 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

（７） （略） 

 

（６） （略） 

 

（準用） （準用） 

第６１条の２０の３ 第１１条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２

２条、第２４条、第３０条、第３４条の２、第３６条から第４０条まで、第４２条

の２、第４３条、第５５条及び第６１条の２、第６１条の４、第６１条の５第４項

並びに前節（第６１条の２０を除く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事

業について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する

運営規程」とあるのは「運営規程（第６１条の１２に規定する運営規程をいう。第

３６条第１項において同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型

地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第３４条の２第２項、第３６条第１

項並びに第４２条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第６１条の５第４項中

「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所介

護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービ

スを提供する場合」と、第６１条の９第４号、第６１条の１０第５項、第６１条の

１３第３項及び第４項並びに第６１条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第６１条

の１９第２項第２号中「次条において準用する第２２条第２項」とあるのは「第２

第６１条の２０の３ 第１１条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２

２条、第２４条、第３０条、第３４条の２、第３６条から第４０条まで、第４２条

の２、第４３条、第５５条及び第６１条の２、第６１条の４、第６１条の５第４項

並びに前節（第６１条の２０を除く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事

業について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する

運営規程」とあるのは「運営規程（第６１条の１２に規定する運営規程をいう。第

３６条第１項において同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型

地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第３４条の２第２項、第３６条第１

項並びに第４２条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第６１条の５第４項中

「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所介

護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービ

スを提供する場合」と、第６１条の９第４号、第６１条の１０第５項、第６１条の

１３第３項及び第４項並びに第６１条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第６１条

の１９第２項第２号中「次条において準用する第２２条第２項」とあるのは「第２
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２条第２項」と、同項第４号中「次条において準用する第３０条」とあるのは「第

３０条」と、同項第５号中「次条において準用する第４０条第２項」とあるのは

「第４０条第２項」と読み替えるものとする。 

 

２条第２項」と、同項第３号中「次条において準用する第３０条」とあるのは「第

３０条」と、同項第４号中「次条において準用する第４０条第２項」とあるのは

「第４０条第２項」と読み替えるものとする。 

 

（管理者） （管理者） 

第６１条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通所介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従

事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第６１条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通所介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従

事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） （指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第６１条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 第６１条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

（４） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（５） （略） （３） （略） 

（６） （略） （４） （略） 

（７） （略） 

 

（５） （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６１条の３７ （略） 第６１条の３７ （略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関する次

の各号に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の場合にあって

は当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関する次

の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（３） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
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（４） 第６１条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（５） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （４） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（６） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （５） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（７） 次条において準用する第６１条の１８第２項の規定による事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

（６） 次条において準用する第６１条の１８第２項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（８） （略） 

 

（７） （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第６４条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

第６４条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（利用定員等） （利用定員等） 

第６７条 （略） 第６７条 （略） 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第４１条第１

項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型サービス、

指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。

以下同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス（法第５４条の２第１項に規定す

る指定地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支

援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険

施設（法第８条第２５項に規定する介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは健

康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定によ

る改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第

８４条第７項、第１１２条第９項及び第１９３条第８項において「指定居宅サービ

ス事業等」という。）について３年以上の経験を有する者でなければならない。 

 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第４１条第１

項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型サービス、

指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。

以下同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス（法第５４条の２第１項に規定す

る指定地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支

援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険

施設（法第８条第２５項に規定する介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは指

定介護療養型医療施設の運営（第８４条第７項、第１１２条第９項及び第１９３条

第８項において「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経験を

有する者でなければならない。 
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（管理者） （管理者） 

第６８条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定認知症対応型通所

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施

設等の職務に従事することができるものとする。なお、共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の他の職務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務に従事することとしても

差し支えない。 

第６８条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定認知症対応型通所

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。なお、共用型指

定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症

対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業

所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） （指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第７２条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

第７２条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（７） （略） （５） （略） 

（８） （略） 

 

（６） （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８１条 （略） 第８１条 （略） 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の場

合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第１号の場

合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（２） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

（３） 第７２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記 録 （３） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第６１条の１８第２項の規定による事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

（５） 次条において準用する第６１条の１８第２項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（７） （略） 

 

（６） （略） 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第８４条 （略） 第８４条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関

する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができ

る。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関

する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができ

る。 

当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のい

ずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定

地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老

人福祉施設、指定介護老人福祉施設、介護老

人保健施設又は介護医療院 

介護職員 

（略） 
 

当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のい

ずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定

地域密着型特定施設、指定地域密着型介護老

人福祉施設、指定介護老人福祉施設、介護老

人保健施設、指定介護療養型医療施設（医療

法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２

項第４号に規定する療養病床を有する診療所

であるものに限る。）又は介護医療院 

介護職員 

（略） 
 

７～１３ （略） 

 

７～１３ （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第８５条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事

第８５条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護
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することができるものとする。 事業所に併設する前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄

に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職

務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指

定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行

っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４

５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第

１号介護予防支援事業を除く。）に従事することができるものとする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第９４条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

第９４条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護の提

供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（５） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護の提

供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

（６） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前号の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

（６） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

（７） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

（８） （略） （７） （略） 

（９） （略） 

 

（８） （略） 
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（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第１０８条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向

上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催しなければならない。 

 

＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１０９条 （略） 第１０９条 （略） 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多機能型居宅

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日

（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多機能型居宅

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日

（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけ

ればならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（３） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

（４） 第９４条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 第９４条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（５） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （５） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（６） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （６） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（７） 次条において準用する第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（７） 次条において準用する第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

（８） （略） 

 

（８） （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第１１３条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住居の管

理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができるものとする。 

第１１３条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住居の管

理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若し

くは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができるものと
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する。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第１２３条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービス、指

定地域密着型サービス（サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所の場合

は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。）、指定介護予

防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、

診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、当該共同生活

住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

 

第１２３条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービス、指

定地域密着型サービス（サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所の場合

は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。）、指定介護予

防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、

診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、これらの事業

所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居の管理上支障がない

場合は、この限りでない。 

 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１２７条 （略） 第１２７条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなけ

ればならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行

う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２） 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合

において診療を行う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名

称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け

出なければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二

種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興

感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定す

る指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等

の対応を取り決めるように努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることがで

きるように努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

７ （略） ２ （略） 

８ （略） 

 

３ （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１２９条 （略） 第１２９条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型共同

生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第

１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型共同

生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日（第

１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第１１７条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第１１７条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第１１９条第６項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（３） 第１１９条第６項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （４） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （５） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） 次条において準用する第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

（７） （略） 

 

（７） （略） 

 

（準用） （準用） 

第１３０条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条から第３８条まで、第４０条、第４２条から第４３条まで、第

６１条の１１、第６１条の１６、第６１条の１７第１項から第４項まで、第１０１

条、第１０４条、第１０６条及び第１０８条の２の規定は、指定認知症対応型共同

生活介護の事業について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３

条に規定する運営規程」とあるのは「第１２４条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号及

第１３０条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条から第３８条まで、第４０条、第４２条から第４３条まで、第

６１条の１１、第６１条の１６、第６１条の１７第１項から第４項まで、第１０１

条、第１０４条及び第１０６条の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する運営

規程」とあるのは「第１２４条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３

４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号及び第３号中「定期巡
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び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、第６

１条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、

「６月」とあるのは「２月」と、第１０１条中「小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第１０４条中「指定小規模多機能型居宅介護事業

者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と、読み替えるものとす

る。 

 

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第６１条の１

１第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、第６１条の１６第２項第１

号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第６

１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは

「２月」と、第１０１条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第１０４条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定

認知症対応型共同生活介護事業者」と、読み替えるものとする。 

 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１３２条 （略） 第１３２条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定にかかわらず、サテライト型

特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当者については、次に掲げ

る本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定にかかわらず、サテライト型

特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当者については、次に掲げ

る本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

（１） （略） （１） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （２） 病院 介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。） 

（２） （略） （３） （略） 

８～１０ （略） ８～１０ （略） 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適

用については、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１） 第１５１条において準用する第１０８条の２に規定する委員会において、

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取

組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定

期的に確認していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ 緊急時の体制整備 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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護機器」という。）の定期的な点検 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２） 介護機器を複数種類活用していること。 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（３） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るた

め、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取

組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められ

ること。 

 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

 

（管理者） （管理者） 

第１３３条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定

施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない。ただし、指定

地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型特定施設にお

ける他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等、本体施設の職務（本体施設が病

院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）若しくは併設する指定小規

模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従

事することができるものとする。 

 

第１３３条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定

施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない。ただし、指定

地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型特定施設にお

ける他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等、本体施設の職

務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）若しくは

併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の職務に従事することができるものとする。 

 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１４９条 （略） 第１４９条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように

努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行

う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２） 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあ

った場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機

関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療

機関の名称等を、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定を

行った市長に届け出なければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機関との ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができる

ように努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

７ （略） 

 

２ （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１５０条 （略） 第１５０条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービス

を提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しな

ければならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービス

を提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しな

ければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第１３８条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第１３８条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第１４０条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（３） 第１４０条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 第１４８条第３項の規定による結果等の記録 （４） 第１４８条第３項に規定する結果等の記録 

（５） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （５） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（６） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （６） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（７） 次条において準用する第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（７） 次条において準用する第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

（８） （略） 

 

（８） （略） 

 

（準用） （準用） 

第１５１条 第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３４条の２、第３６条か

ら第４０条まで、第４２条から第４３条まで、第６１条の１１、第６１条の１５、

第６１条の１６、第６１条の１７第１項から第４項まで、第１０１条及び第１０８

条の２の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用す

第１５１条 第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３４条の２、第３６条か

ら第４０条まで、第４２条から第４３条まで、第６１条の１１、第６１条の１５、

第６１条の１６、第６１条の１７第１項から第４項まで及び第１０１条の規定は、

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用する。この場合におい
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る。この場合において、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２

第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地

域密着型特定施設従業者」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第

７章第４節」と、第６１条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第６１条の１７第１項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設

入居者生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み

替えるものとする。 

 

て、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号及び第３号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従

業者」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第

６１条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは

「地域密着型特定施設従業者」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護につい

て知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるものとする。 

 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１５３条 （略） 第１５３条 （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にかかわらず、サテライト型居住

施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門

員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことができる。 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にかかわらず、サテライト型居住

施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門

員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことができる。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数１００以上の病院の場合に限る。） （３） 病院 栄養士若しくは管理栄養士（病床数１００以上の病院の場合に限

る。）又は介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。） 

（４） （略） （４） （略） 

９～１７ （略） 

 

９～１７ （略） 

 

（設備） （設備） 

第１５４条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次のとおりとする。 第１５４条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 医務室 （６） 医務室 

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第２項に規定する診療所とす

ることとし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、

必要に応じて臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が指定介護老人福祉

施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設について

は医務室を必要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすることとし、入所者を診療する

ために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設

けること。ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老

人福祉施設であるサテライト型居住施設については医務室を必要とせず、入所者

を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検
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えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けることで足りるものとする。 査設備を設けることで足りるものとする。 

（７）～（９） （略） （７）～（９） （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第１６７条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場

合その他必要な場合のため、あらかじめ、第１５３条第１項第１号に掲げる医師及

び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医療機関との連携方法その他

の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。 

第１６７条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場

合その他必要な場合のため、あらかじめ、第１５３条第１項第１号に掲げる医師と

の連携方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得

て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊

急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第１６８条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の管埋上支障がない場合は、他の事業所、施設等又

は本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除

く。）に従事することができる。 

 

第１６８条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の管埋上支障がない場合は、同一敷地内にある他の

事業所、施設等又は本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者

としての職務を除く。）に従事することができる。 

 

（計画担当介護支援専門員の責務） （計画担当介護支援専門員の責務） 

第１６９条 計画担当介護支援専門員は、第１６０条に規定する業務のほか、次に掲

げる業務を行うものとする。 

第１６９条 計画担当介護支援専門員は、第１６０条に規定する業務のほか、次に掲

げる業務を行うものとする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 第１５９条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入

所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録を行うこと。 

（５） 第１５９条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

（６） 第１７９条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の

記録を行うこと。 

（６） 第１７９条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等を記

録すること。 

（７） 第１７７条第３項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録を行うこと。 

（７） 第１７７条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いて記録すること。 
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（協力医療機関等） （協力病院等） 

第１７４条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満

たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなければならない。た

だし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満

たすこととしても差し支えない。 

第１７４条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院治療を必要とする入所者のた

めに、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。 

（１） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行

う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２） 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（３） 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要

すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保しているこ

と。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市長に届け出なけれ

ばならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるよう

に努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ （略） 

 

２ （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１７８条 （略） 第１７８条 （略） 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介護老人福 ２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介護老人福
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祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提

供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけれ

ばならない。 

祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提

供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけれ

ばならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第１５７条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第１５７条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第１５９条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入

所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（３） 第１５９条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （４） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （５） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 前条第３項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

（６） 前条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

（７） （略） 

 

（７） （略） 

 

（準用） （準用） 

第１７９条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条、第３８条、第４０条、第４２条の２、第４３条、第６１条の

１１、第６１条の１５、第６１条の１７第１項から第４項まで及び第１０８条の２

の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合におい

て、第１１条第１項中「第３３条に規定する運営規程」とあるのは「第１７０条に

規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項

並びに第４２条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第１５条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指

定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めると

きは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第６１条の１１第２項中「この

節」とあるのは「第８章第４節」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるもの

とする。 

 

第１７９条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条、第３８条、第４０条、第４２条の２、第４３条、第６１条の

１１、第６１条の１５及び第６１条の１７第１項から第４項までの規定は、指定地

域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第１１条第１項

中「第３３条に規定する運営規程」とあるのは「第１７０条に規定する重要事項に

関する規程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２

第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第１５条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利

用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」

とあるのは「要介護認定」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第

８章第４節」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるものとする。 

 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第１８９条 （略） 第１８９条 （略） 
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改正後 改正前 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理

等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ （略） ５ （略） 

  

（準用） （準用） 

第１９１条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条、第３８条、第４０条、第４２条の２、第４３条、第６１条の

１１、第６１条の１５、第６１条の１７第１項から第４項まで、第１０８条の２、

第１５５条から第１５７条まで、第１６０条、第１６３条、第１６５条から第１６

９条まで及び第１７３条から第１７８条までの規定は、ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３

３条に規定する運営規程」とあるのは「第１８８条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号及

び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第１５条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に

対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とある

のは「要介護認定」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第８章第

５節」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する

者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有す

る者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第１６９条中「第１６０条」とあるの

は「第１９１条において準用する第１６０条」と、同条第５号中「第１５９条第５

項」とあるのは「第１８４条第７項」と、同条第６号中「第１７９条」とあるのは

「第１９１条」と、同条第７号中「第１７７条第３項」とあるのは「第１９１条に

おいて準用する第１７７条第３項」と、第１７８条第２項第２号中「第１５７条第

２項」とあるのは「第１９１条において準用する第１５７条第２項」と、同項第３

号中「第１５９条第５項」とあるのは「第１８４条第７項」と、同項第４号及び第

５号中「次条」とあるのは「第１９１条」と、同項第６号中「前条第３項」とある

のは「第１９１条において準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

 

第１９１条 第１１条、第１２条、第１４条、第１５条、第２４条、第３０条、第３

４条の２、第３６条、第３８条、第４０条、第４２条の２、第４３条、第６１条の

１１、第６１条の１５、第６１条の１７第１項から第４項まで、第１５５条から第

１５７条まで、第１６０条、第１６３条、第１６５条から第１６９条まで及び第１

７３条から第１７８条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設

について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する運

営規程」とあるのは「第１８８条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第

３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号及び第３号中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第１５条第１項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは

「入居の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われてい

ない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認

定」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは「第８章第５節」と、第６

１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、第１６９条中「第１６０条」とあるのは「第１９１条

において準用する第１６０条」と、同条第５号中「第１５９条第５項」とあるのは

「第１８４条第７項」と、同条第６号中「第１７９条」とあるのは「第１９１条」

と、同条第７号中「第１７７条第３項」とあるのは「第１９１条において準用する

第１７７条第３項」と、第１７８条第２項第２号中「第１５７条第２項」とあるの

は「第１９１条において準用する第１５７条第２項」と、同項第３号中「第１５９

条第５項」とあるのは「第１８４条第７項」と、同項第４号及び第５号中「次条」

とあるのは「第１９１条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは「第１９１

条において準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 
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改正後 改正前 

第１９３条 （略） 第１９３条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が

併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす看護小規

模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基

準を満たす従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者

は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が

併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす看護小規

模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基

準を満たす従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者

は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 指定介護療養型医療施設（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床

を有する診療所であるものに限る。） 

（４） （略） （５） （略） 

８～１４ （略） 

 

８～１４ （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第１９４条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第１９４条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等若しくは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第７項各号に掲げる施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第１９９条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

第１９９条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

（１） 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を

継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組

み合わせることにより、当該利用者の居宅において、又はサービスの拠点に通わ

せ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世

話又は必要な診療の補助を妥当適切に行うものとする。 

（１） 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を

継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組

み合わせることにより、療養上の管理の下で妥当適切に行うものとする。 
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改正後 改正前 

（２）～（６） （略） （２）～（６） （略） 

（７） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図る

こと。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

研修を定期的に実施すること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（８） （略） （７） （略） 

（９） （略） （８） （略） 

（１０） （略） （９） （略） 

（１１） （略） （１０） （略） 

（１２） （略） 

 

（１１） （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第２０３条 （略） 第２０３条 （略） 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看護小規模多機

能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日

（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看護小規模多機

能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供した日

（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなけ

ればならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 第１９９条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（３） 第１９９条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４）・（５） （略） （４）・（５） （略） 

（６） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（６） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

（７） 次条において準用する第３０条の規定による市への通知に係る記録 （７） 次条において準用する第３０条に規定する市への通知に係る記録 

（８） 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （８） 次条において準用する第４０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（９） 次条において準用する第４２条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（９） 次条において準用する第４２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 
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改正後 改正前 

（１０） （略） 

 

（１０） （略） 

 

（準用） （準用） 

第２０４条 第１１条から第１５条まで、第２２条、第２４条、第３０条、第３４条

の２、第３６条から第４０条まで、第４２条から第４３条まで、第６１条の１１、

第６１条の１３、第６１条の１６、第６１条の１７、第８９条から第９２条まで、

第９５条から第９７条まで、第９９条、第１００条、第１０２条から第１０６条ま

で、第１０８条及び第１０８条の２の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の

事業について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定す

る運営規程」とあるのは「第２０４条において準用する第１０２条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２

条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６１条の１１第２項中「この節」

とあるのは「第９章第４節」と、第６１条の１３第３項及び第４項並びに第６１条

の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通

いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第８９条中「第８４条

第１２項」とあるのは「第１９３条第１３項」と、第９１条及び第９９条中「小規

模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第１０８条中「第８４条第６項」とあるのは「第１９３条第７項各号」と読み

替えるものとする。 

第２０４条 第１１条から第１５条まで、第２２条、第２４条、第３０条、第３４条

の２、第３６条から第４０条まで、第４２条から第４３条まで、第６１条の１１、

第６１条の１３、第６１条の１６、第６１条の１７、第８９条から第９２条まで、

第９５条から第９７条まで、第９９条、第１００条、第１０２条から第１０６条ま

で及び第１０８条までの規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業について

準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する運営規程」

とあるのは「第２０４条において準用する第１０２条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第３４条の２第２項、第３６条第１項並びに第４２条の２第１号

及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第６１条の１１第２項中「この節」とあるのは

「第９章第４節」と、第６１条の１３第３項及び第４項並びに第６１条の１６第２

項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」と、第６１条の１７第１項中「地域密着型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通いサービス

及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第８９条中「第８４条第１２項」

とあるのは「第１９３条第１３項」と、第９１条及び第９９条中「小規模多機能型

居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第１０８

条中「第８４条第６項」とあるのは「第１９３条第７項各号」と読み替えるものと

する。 

  

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第２０５条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において

書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１

４条第１項（第６１条、第６１条の２０、第６１条の２０の３、第６１条の３８、

第８２条、第１１０条、第１３０条、第１５１条、第１７９条、第１９１条及び前

第２０５条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において

書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１

４条第１項（第６１条、第６１条の２０、第６１条の２０の３、第６１条の３８、

第８２条、第１１０条、第１３０条、第１５１条、第１７９条、第１９１条及び前
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条において準用する場合を含む。）、第１１７条第１項、第１３８条第１項及び第

１５７条第１項（第１９１条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行

うことができる。 

条において準用する場合を含む。）、第１１７条第１項、第１３８条第１項及び第

１５７条第１項（第１９１条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行

うことができる。 

２ （略） ２ （略） 
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議案第 １４ 号 

藤井寺市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

○藤井寺市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年藤井寺市条例第２０号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（管理者） （管理者） 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（利用定員等） （利用定員等） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第４

１条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定

地域密着型サービス（法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービスを

いう。第８０条において同じ。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定地域密着型介

護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護

予防支援をいう。）の事業又は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保

険施設をいう。第８０条において同じ。）若しくは健康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項

第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第４５条第７項及び第７２条第

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第４

１条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定

地域密着型サービス（法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービスを

いう。第８０条において同じ。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定地域密着型介

護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護

予防支援をいう。）の事業又は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保

険施設をいう。第８０条において同じ。）若しくは指定介護療養型医療施設（健康

保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改
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改正後 改正前 

９項において「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経験を有

する者でなければならない。 

 

正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第４５

条第６項において同じ。）の運営（第４５条第７項及び第７２条第９項において

「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経験を有する者でなけ

ればならない。 

 

（管理者） （管理者） 

第１１条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、

かつ、他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

第１１条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。なお、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することと

しても差し支えない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申

出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定めるとこ

ろにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事

項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供す

ることができる。この場合において、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、当該文書を交付したものとみなす。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申

出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定めるとこ

ろにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事

項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供す

ることができる。この場合において、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、当該文書を交付したものとみなす。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。第９２条第１項において同じ。）に係る

記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録

したものを交付する方法 

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に

規定する重要事項を記録したものを交付する方法 
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改正後 改正前 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（掲示） （掲示） 

第３３条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所介

護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示しなければなら

ない。 

第３３条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所介

護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項を記載した書面を当該指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者

に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書

面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることが

できる。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサ

イトに掲載しなければならない。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４１条 （略） 第４１条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供し

た日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければな

らない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提供し

た日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しなければな

らない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第２２条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第４３条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４） 第２５条の規定による市への通知に係る記録 （３） 第２５条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 第３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （４） 第３７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 第３８条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

（５） 第３８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（７） （略） 

 

（６） （略） 
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（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） （指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第４３条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第５条に規定する基本方針

及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

第４３条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第５条に規定する基本方針

及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

（１）～（９） （略） （１）～（９） （略） 

（１０） 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１１） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１２） （略） （１０） （略） 

（１３） （略） （１１） （略） 

（１４） （略） （１２） （略） 

（１５） （略） （１３） （略） 

（１６） 第１号から第１４号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対応

型通所介護計画の変更について準用する。 

 

（１４） 第１号から第１２号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対応

型通所介護計画の変更について準用する。 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす

介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事

することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす

介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事

することができる。 

当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設、

介護老人保健施設又は介護医療院 

介護職員 

（略） 
 

当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施

設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を

有する診療所であるものに限る。）又は介

介護職員 
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護医療院 

（略） 
 

７～１３ （略） 

 

７～１３ （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又

は当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表の当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８条第１

項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）

の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第８条第１項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、

指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第４９条第１項

に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。）、指定訪問介護事

業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年

厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居

宅サービス等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に

係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常

生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）に

従事することができるものとする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（身体的拘束等の禁止） （身体的拘束等の禁止） 
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第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（３） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。 

 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その

他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 

＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６５条 （略） 第６５条 （略） 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提

供した日（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保

存しなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービスを提

供した日（第１号及び第２号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保

存しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 次条において準用する第２２条第２項の規定による提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

（３） 次条において準用する第２２条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
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（４） 第５４条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 第５４条第２項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（５） 次条において準用する第２５条の規定による市への通知に係る記録 （５） 次条において準用する第２５条に規定する市への通知に係る記録 

（６） 次条において準用する第３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （６） 次条において準用する第３７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（７） 次条において準用する第３８条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（７） 次条において準用する第３８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

（８） （略） 

 

（８） （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住

居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事

業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住

居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業

所の職務に従事することができるものとする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第８０条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービス、指定

地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス

（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）の事業を行う事業

所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、当

該共同生活住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

 

第８０条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービス、指定

地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス

（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）の事業を行う事業

所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、こ

れらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居の管理上

支障がない場合は、この限りでない。 

 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第８４条 （略） 第８４条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように

努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行

う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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（２） 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあ

った場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機

関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療

機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活事業者に係る指定を行っ

た市長に届け出なければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定

する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。

次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならな

い。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入

所させることができるように努めなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

７ （略） ２ （略） 

８ （略） 

 

３ （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８６条 （略） 第８６条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービス

を提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しな

ければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該サービス

を提供した日（第１号の場合にあっては当該計画の完結の日）から５年間保存しな

ければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第７７条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録 （２） 第７７条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（３） 第７９条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用 （３） 第７９条第２項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者
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者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４） 次条において準用する第２５条の規定による市への通知に係る記録 （４） 次条において準用する第２５条に規定する市への通知に係る記録 

（５） 次条において準用する第３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録 （５） 次条において準用する第３７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第３８条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

（６） 次条において準用する第３８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

（７） （略） 

 

（７） （略） 

 

（準用） （準用） 

第８７条 第１２条、第１３条、第１５条、第１６条、第２４条、第２５条、第２７

条、第２９条の２、第３２条から第３５条まで、第３７条から第４０条まで（第３

８条第４項及び第４０条第５項を除く。）、第５７条、第６０条、第６２条及び第

６４条の２の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用

する。この場合において、第１２条第１項中「第２８条に規定する運営規程」とあ

るのは「第８１条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第２９条の２第２

項、第３２条第２項第１号及び第３号、第３３条第１項並びに第３８条の２第１号

及び第３号中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第２７条第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第４０条第１項

中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予

防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは

「２月」と、第５７条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第６０条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」と

あるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」と読み替えるものとす

る。 

 

第８７条 第１２条、第１３条、第１５条、第１６条、第２４条、第２５条、第２７

条、第２９条の２、第３２条から第３５条まで、第３７条から第４０条まで（第３

８条第４項及び第４０条第５項を除く。）、第５７条、第６０条及び第６２条の規

定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合

において、第１２条第１項中「第２８条に規定する運営規程」とあるのは「第８１

条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第２９条の２第２項、第３２条第

２項第１号及び第３号、第３３条第１項並びに第３８条の２第１号及び第３号中

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第２７条

第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第４０条第１項中「介護予防

認知症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予防認知症対応

型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第

５７条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第６０条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第９２条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サー

ビスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定さ

れるもの（第１５条第１項（第６６条及び第８７条において準用する場合を含

む。）及び第７７条第１項並びに次項に規定するものを除く。）については、書面

第９２条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サー

ビスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定さ

れるもの（第１５条第１項（第６６条及び第８７条において準用する場合を含

む。）及び第７７条第１項並びに次項に規定するものを除く。）については、書面
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に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よって認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ （略） ２ （略） 
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議案第 １５ 号 

藤井寺市国民健康保険財政調整基金条例の一部改正について 

 

○藤井寺市国民健康保険財政調整基金条例（昭和５８年藤井寺市条例第１４号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 本市の国民健康保険事業の健全な運営に資するため、藤井寺市国民健康保険

財政調整基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 

第１条 国民健康保険における保険給付費の増加その他緊急やむを得ない財政需要に

充てるため、藤井寺市国民健康保険財政調整基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

 

（積立て） （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、国民健康保険特別会計歳入歳出予算に定める額

とする。 

 

第２条 基金として積み立てる額は、予算に定める額とする。 

 

＿＿＿＿＿＿＿ （基金の使用） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

 

第５条 基金は、設置の目的に従い予算の定めるところにより使用することができ

る。 

 

（繰替運用） （繰替運用） 

第５条 （略） 

 

第６条 （略） 

 

（処分） ＿＿＿＿ 

第６条 基金は、国民健康保険事業費納付金の不足額へ充当する場合、保健事業に要

する費用に充てる場合その他の国民健康保険事業の健全な運営に必要な経費の財源

に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分することができる。 

 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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議案第 １６ 号 

藤井寺市道路占用料条例及び藤井寺市準用河川占用料徴収条例の一部改正について 

 

○藤井寺市道路占用料条例（昭和３４年藤井寺市条例第３８号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

道路占用料金表 道路占用料金表 

占用物件 単位 占用料 

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物 

電柱 

電柱 

１本につき１年 

３，８００円 

支柱 ３，８００円 

支線柱 １，８００円 

支線 ７４０円 

電話柱 

電話柱 ２，２００円 

支柱 ３，１００円 

支線柱 １，７００円 

支線 ７４０円 

その他の柱類 ２２０円 

共架電線その他上空に設ける線類 
長さ１メートル

につき１年 

２２円 

地下電線その他地下に設ける線類 １４円 

占用物件 単位 占用料 

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物 

電柱 

電柱 

１本につき１年 

３，７００円 

支柱 ３，７００円 

支線柱 １，７００円 

支線 ７３０円 

電話柱 

電話柱 ２，２００円 

支柱 ３，０００円 

支線柱 １，６００円 

支線 ７３０円 

その他の柱類 ２２０円 

共架電線その他上空に設ける線類 
長さ１メートル

につき１年 

２２円 

地下電線その他地下に設ける線類 １３円 
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変圧塔その他これに類するもの及

び公衆電話所 
１個につき１年 

４，４００円 

郵便差出箱及び信書便差出箱 １，９００円 

その他のもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

４，４００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水管、下

水道管、

ガス管等 

外径が０．０７メー

トル未満のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長さ１メートル

につき１年 

９２円 

外径が０．０７メー

トル以上０．１０メ

ートル未満のもの 

１４０円 

外径が０．１０メー

トル以上０．１５メ

ートル未満のもの 

２００円 

外径が０．１５メー

トル以上０．２０メ

ートル未満のもの 

２７０円 

外径が０．２０メー

トル以上０．３０メ

ートル未満のもの 

４００円 

外径が０．３０メー

トル以上０．４０メ

ートル未満のもの 

５３０円 

外径が０．４０メー ９２０円 

変圧塔その他これに類するもの及

び公衆電話所 
１個につき１年 

４，３００円 

郵便差出箱及び信書便差出箱 １，８００円 

その他のもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

４，３００円 

 

 

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

水管、下

水道管、

ガス管等 

外径が０．０７メート

ル未満のもの 

長さ１メートル

につき１年 

９０円 

外径が０．０７メート

ル以上０．１０メート

ル未満のもの 

１３０円 

外径が０．１０メート

ル以上０．１５メート

ル未満のもの 

２００円 

外径が０．１５メート

ル以上０．２０メート

ル未満のもの 

２６０円 

外径が０．２０メート

ル以上０．３０メート

ル未満のもの 

３９０円 

外径が０．３０メート

ル以上０．４０メート

ル未満のもの 

５１０円 

外径が０．４０メート ９００円 
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改正後 改正前 

トル以上０．７０メ

ートル未満のもの 

外径が０．７０メー

トル以上１．００メ

ートル未満のもの 

１，４００円 

外径が１．００メー

トル以上のもの 
２，７００円 

マンホールその他これに類するも

の 

 

 

 

 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，４００円 

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設 
４，４００円 

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

上空に設ける通路 ２，２００円 

地下に設ける通路 １，４００円 

その他のもの ４，４００円 

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１日 

４４円 

その他のもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４４０円 

 

 

 

看板（ア

ーチであ

るものを

一時的に設けるもの 

表示面積１平方

メートルにつき

１月 

４４０円 

ル以上０．７０メート

ル未満のもの 

外径が０．７０メート

ル以上１．００メート

ル未満のもの 

１，３００円 

外径が１．００メート

ル以上のもの 
２，６００円 

マンホールその他これに類するも

の 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，３００円 

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設 
４，３００円 

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

上空に設ける通路 ２，２００円 

地下に設ける通路 １，３００円 

その他のもの ４，３００円 

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１日 

４３円 

その他のもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４３０円 

 

 

 

看板（ア

ーチであ

るものを

一時的に設けるもの 

表示面積１平方

メートルにつき

１月 

４３０円 



- 113 - 

改正後 改正前 

 

 

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

以下「政

令」とい

う。）第

７条第１

号に掲げ

る物件 

除く。） 

その他のもの 

表示面積１平方

メートルにつき

１年 

４，４００円 

標識 １本につき１年 ３，５００円 

旗ざお 

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの 

１本につき１日 ４４円 

その他のもの １本につき１月 ４４０円 

幕 

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの 

その面積１平方

メートルにつき

１日 

４４円 

その他のもの 

その面積１平方

メートルにつき

１月 

４４０円 

アーチ 
車道を横断するもの 

１基につき１月 
４，４００円 

その他のもの ２，２００円 

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４４０円 

その他のもの 

１メートル又は

１平方メートル

につき１月 

４４０円以内の

額 

 

 

 

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

以下「政

令」とい

う。）第

７条第１

号に掲げ

る物件 

除く。） 

その他のもの 

表示面積１平方

メートルにつき

１年 

４，３００円 

標識 １本につき１年 ３，４００円 

旗ざお 

祭礼、縁日その他の催

しに際し、一時的に設

けるもの 

１本につき１日 ４３円 

その他のもの １本につき１月 ４３０円 

幕 

祭礼、縁日その他の催

しに際し、一時的に設

けるもの 

その面積１平方

メートルにつき

１日 

４３円 

その他のもの 

その面積１平方

メートルにつき

１月 

４３０円 

アーチ 
車道を横断するもの 

１基につき１月 
４，３００円 

その他のもの ２，２００円 

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４３０円 

その他のもの 

１メートル又は

１平方メートル

につき１月 

４３０円以内の

額 
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○藤井寺市準用河川占用料徴収条例（平成１２年藤井寺市条例第４号） 新旧対照表 

（第２条関係）

改正後 改正前 

（流水占用料等） （流水占用料等） 

第２条 流水占用料等の額は、別表に定める額とし、法第２３条又は法第２４条の規

定に基づく許可を受けた者は、毎年度市長が指定する期日までに納めなければなら

ない。 

第２条 流水占用料等の額は、１年につき別表に定める額とし、許可を受けた者は、

毎年度市長が指定する期日までに納めなければならない。 

 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

占用物件 単位 占用料 

電柱 

電柱 

１本につき１年 

３，８００円 

支柱 ３，８００円 

支線柱 １，８００円 

支線 ７４０円 

電話柱 

電話柱 ２，２００円 

支柱 ３，１００円 

支線柱 １，７００円 

支線 ７４０円 

その他の柱類 ２２０円 

共架電線その他上空に設ける線類 
長さ１メートル

につき１年 

２２円 

地下電線その他地下に設ける線類 １４円 

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 １個につき１年 ４，４００円 

その他のもの 占用面積１平方 ４，４００円 

占用物件 単位 占用料 

電柱 

電柱 

１本につき１年 

３，７００円 

支柱 ３，７００円 

支線柱 １，７００円 

支線 ７３０円 

電話柱 

電話柱 ２，２００円 

支柱 ３，０００円 

支線柱 １，６００円 

支線 ７３０円 

その他の柱類 ２２０円 

共架電線その他上空に設ける線類 
長さ１メートル

につき１年 

２２円 

地下電線その他地下に設ける線類 １３円 

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 １個につき１年 ４，３００円 

その他のもの 占用面積１平方 ４，３００円 
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改正後 改正前 

メートルにつき

１年 

 

 

 

 

 

 

 

水管、

下水道

管、ガ

ス管等 

外径が０．０７メートル未満のもの 

長さ１メートル

につき１年 

９２円 

外径が０．０７メートル以上０．１

０メートル未満のもの 
１４０円 

外径が０．１０メートル以上０．１

５メートル未満のもの 
２００円 

外径が０．１５メートル以上０．２

０メートル未満のもの 
２７０円 

外径が０．２０メートル以上０．３

０メートル未満のもの 
４００円 

外径が０．３０メートル以上０．４

０メートル未満のもの 
５３０円 

外径が０．４０メートル以上０．７

０メートル未満のもの 
９２０円 

外径が０．７０メートル以上１．０

０メートル未満のもの 
１，４００円 

外径が１．００メートル以上のもの ２，７００円 

マンホールその他これに類するもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，４００円 

工事用板囲、足場、詰所その他の工事用施設 占用面積１メー ４４０円 

メートルにつき

１年 

 

 

 

 

 

 

 

水管、

下水道

管、ガ

ス管等 

外径が０．０７メートル未満のもの 

長さ１メートル

につき１年 

９０円 

外径が０．０７メートル以上０．１０

メートル未満のもの 
１３０円 

外径が０．１０メートル以上０．１５

メートル未満のもの 
２００円 

外径が０．１５メートル以上０．２０

メートル未満のもの 
２６０円 

外径が０．２０メートル以上０．３０

メートル未満のもの 
３９０円 

外径が０．３０メートル以上０．４０

メートル未満のもの 
５１０円 

外径が０．４０メートル以上０．７０

メートル未満のもの 
９００円 

外径が０．７０メートル以上１．００

メートル未満のもの 
１，３００円 

外径が１．００メートル以上のもの ２，６００円 

マンホールその他これに類するもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，３００円 
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改正後 改正前 

土石、竹木、瓦その他の工事用材料 

トル又は１平方

メートルにつき

１月 

橋りょう、桟橋、上屋その他のこれらに類する

工作物 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

３６０円 

工作物の設置を伴わない土地の占用 
１平方メートル

につき１年 
７５円 

 

工事用板囲、足場、詰所その他の工事用施設 

土石、竹木、瓦その他の工事用材料 

１メートル又は

１平方メートル

につき１月 

４２０円 

橋りょう、桟橋、上屋その他のこれらに類する

工作物 

１平方メートル

につき１年 
３６０円 

工作物の設置を伴わない土地の占用 
１平方メートル

につき１年 
７５円 
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議案第 １７ 号 

藤井寺市公共下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 

○藤井寺市公共下水道事業の設置等に関する条例（平成３０年藤井寺市条例第２９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２の８第８項の規定により、公共下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が５００，０００円以上である場合とす

る。 

 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２の２第８項の規定により、公共下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が５００，０００円以上である場合とす

る。 

 

 

 



 

 


